
社会保障審議会介護給付費分科会（第57回）議事次第  

日時：平成20年10月30日（木）  

午後2時から午後5時まで  

於：航空会館7階 大ホール  

議 題  

1．平成21年度介護報酬改定ついて（居宅系サービス）  

2．その他   



介護保険サービスの動向に関する資料   



サービス種類別に見た貴用額累計（平成19年度）  

介護サービス  

費用額累計（予防  
平成19年度  
費用額・累計  

（単位：百万円）  
割合   

総数  6 131 378 94．72％   

居宅サービス  2 551 690 39．42％  

訪問適所  2 015 449 31．14％  

訪問介護   591642   9．14％  

訪問入浴介護   53511   0．83％  

訪問看護   119924   1．85％  

訪問リハビリテーション   12574   0．19％  

適所介護   759391   11．73％  

適所リハビリテーション   323160   4．99％  

福祉用具貸与   155246   2．40％  

短期入所  308762   4．77％  

短期入所生活介護   253934   3．92％  

短期入所療養介護（老健）   49082   0．76％  

短期入所療養介護（病院等）   5746   0．09％  

居宅療養管理指導  27222   0．42％  

特定施設入居者生活介護  200256   3．09％   

居宅介護支援  248509   3．84％   

地域密着型サービス  501269   7．74％  

夜間対応型訪問介護  357   0．01％  

認知症対応型適所介護  56864   0．88％  

小規模多機能型居宅介護  28399   0．44％  

認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）  406614   6．28％  

認知症対応型共同生活介護（短期利用）  137   0．00％  

地域密着型特定施設入居者生活介革  2196   0．03％  

地域密着型介護老人福祉施設サービス  6701   0．10％   

施設サービス  2 829 911 43．72％  

介護福祉施設サービス  1293 7533 19．99％  

介護保健施設サービス  1017 7055 15．72％  

介護療養施設サービス  518453   8．01％   

介護予防サービス  
費用額累計（予防  

平成19年度  
費用額・累計  

（単位：百万円）  
割合   

総 数  341473   5．28％   

介護予防居宅サービス  302504   4．67％  

訪問通所  274931   4．25％  

介護予防訪問介護  87337   1．35％  

介護予防訪問入浴介護  151   0．00％  

介護予防訪問看護  6715   0．10％  

介護予防訪問リハビリテーション  1392   0．02％  

介護予防適所介護  119854   1．85％  

弓介護予防適所リハビリテーション u  52265   0．81％  

；介護予防福祉用具貸与 ‖  7216   0．11％  

短期入所  3754   0．06％  

介護予防短期入所生活介護   3015   0．05％  

介護予防短期入所療養介護（老健）   689   0．01％  

介護予防短期入所療養介護（病院等）   50   0．00％  

介護予防居宅療養管理指導  1838   0．03％  

弓        1 

介護予防特定施設入居者生活介護  21982   0．34％   

介護予防支援  34980   0．54％   

介護予防地域密着型サービス  3989   0．06％  

介護予防認知症対応型適所介護  360   0．01％  

介護予防小規模多機能型居宅介護  1074   0．02％  

介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）  2554   0．04％  

介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用）  0．00％   

（出典）平成19年度介護給付費実態調査結果（厚生労働省統計情報部）  
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介護保険の利用者数及び保険給付真の推移  

○ 利用者数は、制度発足時の約2．5倍に増加しており、居宅サービスの伸びが大きい。  

（※）平成12年4月からの伸び率。  

（出典）介護保険事業状況報告   
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01か月当たりの保険給付額は、年々増加し、発足時の約2．5倍に増加しており、居宅サービ   
スの伸びが大きい。  

（※）平成12年4月からの伸び率。  
（出典）介護保険事業状況報告   
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要介護度別サービス利用割合   
平成13年4月  平成20年3月  

1．1  
介護   

田介護療養型医療施設口介護老人保健施設□介護老人福祉施設平地域密着型サービス団居宅サービス  

（出典）介護給付真実態調査（厚生労働省統計情報部）  
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介護保険サービス別の保険給付額の伸び  
（単位：億円）  
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）   ＞  三＋＞  
＜施設系＞  

＜居宅系サービス＞  

【出典：介護給付費の状況（H20．4は介護予防を含む）（国保中央会）】   
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平成21年度介護幸闘州改定の視点（例）  

※ 下線部は、第55回介護給付費分科会（10月3日開催）提出資料から追加した部分  

○ 平成21年度介護報酬改定では、平成17年制度改正等についての検証・評価を行うとともに、高齢  
化が進展する中、介護保険の目的である「要介護状態となった高齢者が尊厳を保持し、その有する能  

力に応じ自立した日常生活を営むこと」を可能とするため、例えば、次に掲げる視点（例）に基づき、検  
討を行うことが考えられる。  

1介護従事者の人材確保対策  
○ 介護従事者の給与水準や地域格差に関する問題、経営が苦しい小規模事業所に対する対応など、介護従事者   

の離職を防ぐための方策について検討を行う必要があるのではないか。   

→ 地域格差や小規模事業所つの対応のほかlこ、介護従事者の処遇改善lこ資する措置と七てどのような対応が  

い人員配置への 福祉士等の有資格者の多い事業所への評価など）。   

獅割こ収支差率が低かった居宅介護支援、  

小規模多機能型居宅介護などについて、どのような対応が可能かか  

2 高齢者が自宅や多様な住まいで療養・介護できる環境の整備（医療と介護の連携）  

○ 医療と介護の機能分化一連携に資する方策について検討を行う必要があるのではないか。   

→  医療と介護の機能分化・連携を推進するため、また、．医療系サービスにつして平成20年診療報酬改定との  

整合性を確保するため、どのような点に留意すべきか（L   



3 認知症高齢者の増加を踏まえた認知症対策の推進   

O「認知症の医療と生活の質を高める緊急プロジェクト」報告を受け、介護保険サービスについて認知症に対する   

ケアの充実のための検討を行う必要があるのではないか。  

4 平成18年介護報酬改定で新たに導入されたサービスの検証  

○ 平成18年度に新たに導入されたサービス（新予防給付、地域密着型サービス）について、実施状況、効果等を   

踏まえ、必要に応じ見直しについて検討を行う必要があるのではないか。  

5 サービスの質の確保、効率化等  
○ 事務作業の時間を減らしサービスを効果的かつ効率的に提供するため、要件・基準等の見直し、事務負担の軽   

減（書類の簡素化など）等について検討を行う必要があるのではないか。   

訪問介護におけるサービス提供責任者に対する評価のあり方について検討する とともに、質の高い   

サービスを提 する事業所を評価する特定事業 所加算、介護予防 通所サービスlこついて利用者 の要介護  

状態の維持・改善を評価する事業所評価加算について、算定状況、効果等を踏まえ、必要に応じて見直しを検  

する必要があるのではないか。   



訪問介護について  

Ⅰ訪問介護の現状と課題  

【訪問介護の利用状況①】  

○ 訪問介護（予防含む）の費用額（平成19年度）は6，790億円であり、介護サービス全体の費用額の   

約1割を占めている。  

○ 費用額一受給者数（予防含む）は、平成18年度以降は緩やかに減少している。  

○ 請求事業所数は、増加を続けていたが、平成19年以降は、緩やかな減少傾向にある。  

01事業所当たり費用額■受給者数（予防含む）は、減少傾向で推移しているが、このところ減少幅   
は縮小している。  

訪問介護（予防含む）年間費用額・月平均受給者数  1事業所当たり訪問介護（予防含む）月平均費用額■月平均受給者数  

年間費用等貞（単位：億円）  

9’000  「  

月平均受給者数（単位万人） 月平均費用綾（単位．万円）  月平均受給者数（単位．人：  

8，000  

7．000  

6，000  

5．000  

4．000  

3．000  

2．000  40．0  100  
H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度  H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度  

30．000   

25，000   

20，000   

15，000   

10．000  

（資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査」より作成 1   
審査月 H13・5  H14・5  H15・5  H16・5  H17・5  H18・5  H19・5  日20・4芦  



【訪問介護の利用状況②】  

○ 居宅サービス受給者に占める訪問介護の受給者割合は、このところ低下傾向にある。  

○ 一方、居宅サービスのうち通所介護の利用者割合は、平成18年以降上昇傾向にある。  

居宅サービス受給者の通所介護利用割合  居宅サービス受給者の訪問介護利用割合  
（％）  

要介護1   要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   要介護1   要介護2  要介護3  

（資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査」より作成。  
注1）利用割合＝要介護度別訪問介護（通所介護）利用者数／要介護度別居宅サービス受給者数  

2）平成18年4月以前の適所介護には、認知症デイを含む。  
2
 
 
 



○要介護度別受給者1人当たり車用額  

20．4千円  

要支援1   17．7千円  

要支援2   22．9千円   

訪問介護  62．5千円  

経過的要介護   20．9干円  

要介護1   37．9千円  

要介護2   50．4干円  

要介護3   72．1干円  

要介護4   93．6千円  

要介護5   119．5千円   

（資料出所）厚生労働省「介護給付真実態調査（平成20年4月審査分）」   

問介護及び介護予防訪問介護費用額合計（H19年度）組週 

Ⅶ 

］ ト豪垂］  冊    ．・¶丁，仰，．rr，やチ隼「ア十ヤmⅧ二    撃山       芋＝＝r嘉払∴∴∴三∴∵ご壱iて■仙皿▼劇  塵鰊誠  二ヨ顔  （資料出所）厚生労働省  

「介護給付費実態調査（平成20年4月審査分）」 
3   

（資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査」より作成。  



【訪問介護の利用状況④】  

○ 受給者1人当たりの訪問介護の訪問回数を、身体介護と生活援助について、要介護度別・時間区  
分別で見ると、  

・身体介護については、中重度者の訪問回数が増加するとともに、30分未満のサービス提供が増加  

・生活援助については、短時間化  

の傾向がみられる。  

※H16．4・H18．4審査月分lま要支援、H20．4審査月分は経過的要介護を指す。  

（資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査」   



【平成20年介護事業経営実態調査の結果について】  

○ 延べ訪問回数が多い事業所ほど、収支差率が高くなる傾向があり、延べ訪問回数601回以上で  

収支差率はプラスに転じる。  

○ 訪問1回当たり時間（予防サービス除く）を見ると、延べ訪問回数が多くなるにつれ、短時間となる  
傾向がある。  

5－③訪問介護（予防を含む）（延べ訪問回数別集計表）  

干円  千円  千円  千円  干円  干円  千円  干円  干円  

収入（補助あり）  526  し147  し780  2443  3．089  3．891  4．618  5，416  9．332  

支出  771  1。279  ト815  2．41l  3．007  3，557  4368  5．】84  8．776  

差引  －246  －46．8％   一132  －11．5％ －36  ∴．－2．0！i   32   1．3％ 82  之十6I   334   2ヰ9  ′′5．4％  231  4．3‡   556  6．0％   

事業所数  218  438  326  247  144  109  93  100   

※1収入及び支出の額は国庫補助金等特別積立金取崩額を除いた額   

※2 差引における比率は収入に対する割合  

延べ訪問回数   1208回  307】回  4968回  6931回  8971回  1．0977回  1．3023回  1．6213回  2－8683画   

常勤換算職員数（常勤率）   31人  552％  46人  64人  川鍋  79人  456％  †034ロ5％  115人  －6％   15．7人  70％   177人  M肌 ））〉′V   29370％ 

介護職員常勤換算数（常勤率）  540％   39人  485ケロ   55人  43鍋   7〇人  417％   92人  36．9％   103人  381％   144人  4l6％   163人  363％   279人  3759♭   

8訪問介護員常勤換新人当たり啓開回数  45・6回  78・1回  89，5匝1  9g．5回  97．8回  】06．3回  90．4回  99，5匝1  102．7回  

延べ訪問回数  
9  314回  3359も  巳94回  356％   1615回  3日4％   2301回  3g6％   2923回  37．6％   3890回  412％   匹・・・   537．1回  3gO％   仁1667回  445ヲ′ら   

0  264回  28．1％  730回  291％  1257回  298％  1683回  290％  2102回  270％  2691回  2自5％  358，7回  317％  3650回  265％  70卜5回  268％   

1  299回  318％  752匝】  300％  1202回  286％  17D0回  2929ら  2372回  305％  2505回  26，5％  3146固  278％  4249回  308％  6536回  249％   

2  

62回  132固  】36回  12日回  376回  362回  1g6回  520回  996回  

3  939凰  2508回  4210回  5812【司  7774回  9447回  11308回  1．3790【司  26214回  

延べ訪問時間   
4  33時間  28．8％   81時間  27．7％   133時間  27．9％   185時間  28闇；   235時間  279％   323時間  305％   387時間  287％   408時間  27鍋   857時間  31D％   

5  44時間  38．1％  117時間  397％  195時間  409％  260時間  394％  316時間  376％  417時間  395％  576時間  428％  558時間  373％  1．1Dl時間  399％   

6  38時間  332％  96時間  326％  149時間  313％  215時間  326％  289時間  345％  317時間  300％  385時間  285％  529時間  354％  803時間  291％   

7  115時間  294時間  478時間  660時間  840時間  1．058時間  1．347時間  l．494時間  2．760時間  

予防サービス  

0U  27，0回  22．4％   57－3回  】86％   764回  154％  1月1回  163％  119．9回  13．4％  1529回  139％  】716回  13，2％  247B匝】  152％  2469回  86％   

9   41時間  96時間  124時間  222時間  柑7時間  2Dl時間  344時間  426時間  411時間  

（資料出所）厚生労働省「平成20年介護事業経営実態調査」より作成。   



【訪問介護員の資格取得状況・勤務形態等】  

○ 訪問介護事業所における訪問介護員の資格取得の状況については、介護サービス事業所全体   

と比較して介護福祉士の割合が低い一方、2級訪問介護員の割合が約7割を占めてし†る。  

○ 訪問介護員については、短時間労働者が6割以上を占めている。  

○ 資格取得状況  
（単位：人）  

介護福祉士  ヘルパー1級  ヘルパー2級  ヘルパー3級  

計   常勤  非常勤  計  割合  常勤  非常勤  計  割合  常勤  非常勤  計  割合  常勤  非常勤  計  割合  常勤  非常勤   

訪問介護   385，668  92，057  293，611  52，775  j旦ヱ塾  30．959  21．816  30，821  8．0％  15．462  15．359  268，620  堕遡  39．683  228，937  2，268  0．6％  243  2．025   

全  体   1，171，812  691．849  479．963  300，567  25．6％  262．415  38，152  

（資料出所）厚生労働省「平成18年介護サービス施設・事業所調査」（平成18年10月1日現在）   

注1）ヘルパー1級、2級及び3級の研修修了者数については、調査対象が訪問系サービスに限られており、その他サービスについては資格取得状況が不明。   

注2）「全体」には、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、訪問介護、訪問入浴介護、通所介護、適所リハビリテーション、短期入所生活介護、特定施設入居者生活介護   
認知症対応型共同生活介護サービスに従事する介護職員（訪問介護員）数を計上している。  

○ 就業・勤務形態  

正社員   非正社員  

常勤労働者   短時間労働者   

訪問介護員   17．9％   7．8％   65．4％   

介護職員   56．5％   17．6％   21．1％   

（資料出所）（財）介護労働安定センター「平成19年度介護労働実態調査」  

注1）介護職員とは、訪問介護以外の介護保険法の指定サービス事業所で働き、直接介護を行う者を指す。  
注2）非正社員については、上記のデータ以外に「勤務形態が不明（訪問介護員8．9％）、（介護職員4．8％）」があり、「正社員」・「非正社員」の率を合算しても、100％とはならない。  
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【特定事業所加算について①】  

○ 訪問介護における特定事業所加算は、訪問介護員に対する研修や介護福祉士を多く雇用する  

事業所を加算で評価する仕組み。  

訪問介護事業所の特定事業所加算の要件等  

（1）体制要件  

①事業所のすべての訪問介護員等（登録型の訪問介護員等を含む。以下同じ。）に対し、訪問介護員等ごとに研修計画を   

作成し、計画に従い、研修（外部における研修を含む。）を実施又は実施を予定していること。  

② 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は当該指定訪問介護事業所における訪問   

介護員等の技術指導を目的とした会議を定期的に開催すること。  

③ 指定訪問介護の提供に当たっては、サービス提供責任者が、利用者を担当する訪問介護員等に対し、利用者に関する   

情報やサービス提供に当たっての留意事項を文書等の確実な方法により伝達してから開始するとともに、サービス提供終   

了後、担当する訪問介護員等から適宜報告を受けること。  

④当該指定訪問介護事業所のすべての訪問介護員等に対し、健康診断等を定期的に実施すること。   

（2）人材要件  

① 当該指定訪問介護事業所の訪問介護鼻等の総数のうち介護福祉士の占める割合が百分の三十以上であること。  

② 当該指定訪問介護事業所の訪問介護員等のうち三級課程の訪問介護員がいないこと。  

③ 当該指定訪問介護事業所のすべてのサービス提供責任者が五年以上の実務経験を有する介護福祉士であること。  

（3）重度対応要件  

①算定日が属する月の前三月間における利用者の総数のうち、要介護状態区分が要介護四及び要介護五である者の占   

める割合が百分の二十以上であること。  

【加算率等】  

（1）～（3）を満たす事業所は20％増、（1）及び（2）又は（1）及び（3）を満たす事業所は10％増。  
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【特定事業所加算について②】  

○ 平成18年度から質の高いサービスを提供する事業所を積極的に評価する観点から導入された、  
特定事業所加算の請求事業所数は、訪問介護請求事業所の4．6％（平成20年4月審査分）であり、  
普及は進んでいない。  

訪問介護の特定事業所加算請求事業所数  

請求事業所数   割合   

訪問介護請求事業所数  25，213  

特定事業所加算請求事業所数合計  1，148   4．6％  

特定事業所加算（Ⅰ）請求事業所数   113   0．4％  

特定事業所加算（Ⅱ）請求事業所数   694   2．8％  

特定事業所加算（Ⅲ）請求事業所数   341   1．4％   

（資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査（平成20年4月審査分）」より作成。   



【特定事業所加算について③－1】  

○ 特定事業所加算の実態把握を行ったところ、加算の要件を満たしているとしている事   

業所は17．8％。  

○ そのうち、届出を行っている（加算を取得している）事業所は37．0％。  

（1）特定事業所加算の届出状況  

全事業所数  届出あり  届出なし   

全事業所数   1，031   100．0％   68   6．6％   963   93．4％   

加算要件のある事業所数   184   17．8％  68   6．6％  116   11．3％  

（100．0％）  （37．0％）  （63．0％）   

（Ⅰ）の要件を満たす事業所数   35   3．4％   13   1．3％   22   2．1％   

（Ⅱ）の要件を満たす事業所数   51   4．9％   23   2．2％   28   2．7％   

（Ⅲ）の要件を満たす事業所数   98   9．5％   32   3．1％   66   6．4％   

（資料出所）厚生労働省において、民間介護事業推進委員会構成団体の会員事業所（1，031事業所）を調査したもの。  
（平成20年10月現在）  

注）（Ⅰ）の要件 〈体制要件、人材要件、重度対応要件のいずれにも適合する場合〉基本単位数の20％を加算   
（Ⅱ）の要件 〈体制要件及び人材要件に適合する場合〉基本単位数の10％を加算   

（Ⅲ）の要件 〈体制要件及び重度対応要件に適合する場合〉基本単位数の10％を加算  
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【特定事業所加算について③－2】  

○ 加算を取得している68事業所のうち、  
・収支差が改善した事業所は20カ所（29％）、悪化した事業所は25カ所（37％）。  
1訪問介護員等全体の賃金増につながった事業所は14カ所（21％）、賃金増につなが  

らなかった事業所は45カ所（66％）。収支差が改善した事業所では賃金増につながっ  
た割合が高い。  

○ サービスの質の向上や職員のキャリアアップに対する意欲が向上した事業所の割   

合が高いが、新規利用者の伸び悩みや事務負担が大きい等の割合も高い。  
（2）加算を取得している事業所について  

「収支差の状況」及び「訪問介護員等の賃金の影響（複数回答可）」について  

言方間介護員等の賃   訪問介言隻員等全体  サービス提供責任者  介護福祉士等の賃  訪問介護員等の賃   未回答   

の賃金増につな  の賃金増につながった  金増・資格取得の  金増にはつながら   
カヾった  特別手当の新設又  

は増加につながっ  

た   

合計   68   14   6   2   45   9  

（100．0％）   （20．6％）   （8．8％）   （2．9％）   （66．2％）   （13．2％）   

取得以前より良く   20   9   5   0   

なった   （100．0％）   （45．0％）   （25．0％）   （5．0％）   （55．0％）   （0．0％）   

変わらない   23   2   0   0   16   5  

（100．0％）   （8．7％）   （0．0％）   （0．0％）   （69．6％）   （21．7％）   

悪イヒした   25   3   18   4  

（100．0％）   （12．0％）   （4．0％）   （4．0％）   （72．0％）   （16．0％）   

「⊥lマ音菩のオ失言Rl刃！Tf「子 他の竜壬響（槍    数「古l答モ汀）llこつLヽて   

その他の影   事業所全体  職員のキヤ  新規利用者  新規利用者  求人の際の  カロ算のため   その他   未［司答  

のサービス  リアアップに  の獲得のた  lまイ申び悩ん  宣伝効果カモ  の事務負担  
の質の向上  対する意欲  めの宣伝効  でしヽる又Iま  高く、優秀な  カヾ大きく、職  
につなカヾっ  カモ向上した  果カモ高く、新  減少してしヽ  人材を集め  員の過重労  

た  規利用者カモ  やすくなった  イ動を招しヽて  
刃又支差の状  土曽カロしてしヽ  しヽる   

ス   

合計   68   48   41   4   40   35   8   2  

（100．0％）   （70，6％）   （60．3％）   （5．9％）   （58．8％）   （1．5％）   （51．5％）   （11．8％）   （2．9％）   

Ⅰ取得以前よ   20   13   16   4   6   10   3   0   

り良くなった   （100．0％）   （65．0％）   （80，0％）   （20．0％）   （30．0％）   （5．0％）   （50．0％）   （15．0％）   （0．0％）   

変わらなしヽ   23   15   0   16   0   2  

（100．0％）   （65．2％）   （47．8％）   （0．0％）   （69，6％）   （0．0％）   （47．8％）   （4．3％）   （8．7％）   

悪イヒした   25   20   14   0   18   0   14   4   0  

（100．0％）   （80．0％）   （56．0％）   （0．0％）   （72．0％）   （0．0％）   （56．0％）   （16．0％）   （0．0％）   
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【特定事業所加算について③－3】  

○ 加算の要件を満たしているが届出をしていない事業所（116カ所）については、利用者   

負担額の増による利用回数の減や利用者の減少が予想されると答える事業所の割   

合が高い。また、人材要件、重度対応要件ともに月ごとの変動があり、取得のタイミン   

グが難しいと答える事業所もある。  

○ 要件ごとの困難性については、体制要件を満たす事業所割合は比較的高いが、人材   

要件、重度対応要件を満たす事業所割合は低い。  

（3）加算の要件を満たしているが届出をしていない事業所について  

届出を行わない理由（複数回答可）  

加算の要件を  利用者の理解  利用者負担額  支給上限額の  人材要件、重  加算を取得  制度が複雑す  周囲の事業所   その他   未回答   
満たしている  が得られない  が増えるため、  設定があるた  度要件ともに  しなくても、  ぎて、事務負  の動向を見て   
が届出してい  ことが予想さ  利用回数等の  め、利用回数  月ごとの変動  事業運営に  担が増大する  いる。   
ない事業所数  れ、利用者の  減少が予想さ  等の減少が予  があり、取得  支障がない  ことが予想さ  

減少が予想さ  想される。   のタイミング  れる。   
れる。   が難しい。   

48   54   40   28   20   22   23   

100．0％   41．4％   46．6％   34．5％   24．1％   5．2％   17．2％   19．0％   19．8％   32．8％   

（4）要件ごとの困難性について  

個別要件を満たす事業所数  

体制要件  人材要件  
重度対応  

要件  

研修計画の作成  会議の定期的関  サービス提供責  健康診断の実施  介護福祉士の割  サービス提供責  要介王蔓度4・5  
及び研修の実施  佳肴と訪問介護  合（30％以上）  任者が5年以上  

全事業所数  
等   員等の連携  の実務経験を有  

する介護福祉士   

1，031   606   893   883   589   310   279   

100．0％   58．8％   86．6％   85．6％   57．1％   27．8％   30．1％   27．1％   
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【特定事業所加算について④】  

○ 全体の事業所の経営状況と比較すると、加算を取得している事業所の介護職員（常勤換算）1人   
当たり賃金は高い。  

平成20年経営実態調査 訪問介護（予防を含む）  

全事業所  加算事業所   

千円  千円  

介護料収入  2，524  2，691  

2  6  27  

3  2，060   81．5％   2，315   85．5％   

4  473   18．7％   453   16．7％   

5  2，528  2，707  

6  2，511  2，744  

7  17   0．7％   －37   －1．4％   

8  1，730  

1
 
 

9  725．5回  709．8回   

0  8．6人  42，8％   8．7人  52．3％   

介護職員常勤換算数（常勤率）   7．7人  40．8％   8．1人  56．6％   

常勤換算1人当たり給与  

常勤  

介護福祉士   264，107円  1・17  308，632円  

介護職員  223，124円  1・17  260，711円   

非常勤  

介護福祉士   230，476円  1．09  250，294円   

介護職員   212，046円  1・00  210，989円   

1
 
 

1
 
 
1
 
 

3，814円   
3，866円  

263，246円  
256，447円   

87．7回  

16訪問1回当たり収入  3，485円   1・09  

17訪問1回当たり支出  3，462円   1.1222 

18常勤換算職員1人当たり給与  231，665円   1・14  

19介護職員（常勤換算）1人当たり給与  225，099円   1・14  

20訪問介護員常勤換算1人当たり訪問回数  93．7回  0・94  

／毒容虫IL山岩仁＼「育とと占与一軌要「ヨ互dテつ∩ヰF銀・岩・⊆巨台巨手回志l ＼只イー■TlJJJノl／Jナ⊥ノJ t；■〃 日 ■ lJl∧■■－ヽ′Tll㌧Ll：：ココ■く′lヱトl〟■J」巳i．」  ．」′ヽ  
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【サービス提供責任者について①】  

○ サービス提供責任者（正社員）の通常月の税込み月収は、平均で202．9千円となっている。  

通常月の税込み月収（正社員）   

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％  100％  

平均月収（円）   

（正社員）   

訪問介護員  

181．0千円   

サービス提供責任者  

202．9千円   

介護職員  

188．8千円   

介護支援専門員  

245．2千円  

区分  

訪問介護員  

（n＝967）   

サービス提供責任者  

（∩＝898）  

介護職員  

（n＝2，698）   

介護支援専門員  

（n＝1，013）  

（資料出所）（財）介護労働安定センター「平成19年度介護労働実態調査」  
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【サービス提供責任者について②】  

○ サービス提供責任者は、賃金や手当等の希望については、訪問介護員と比較すると「能力評価」  
や「役職手当」の希望が高い。  

○労働条件の悩み、不安、不満等については、訪問介護員と比較すると「労働時間が長い」、「休憩   
が取りにくい」、「休暇が少ない・取りにくい」、「精神的にきつい」が多い。  

（2）労働条件等の悩み、不安、不満等（複数回答）  
（1）賃金や手当等の希望  

（単位 ％）  

主な職種別  サービス‡是  

供責任者  
訪問介護員  

（n＝1，116）  （n＝2，467）   

①雇用が不安定である   11．9   16．5   

②正社員になれない   6．7   8．8   

③仕事内容のわりに賃金が低い   50．6   45．0   

（動労働時間が不規則   

（9労働時間が長い   22．8   9．3   

（参休憩が取りにくい   40．8   26．1   

⑦夜間・深夜帯が不安   19．9   7．8   

⑧休暇が少ない・取りにくい   41．2   27．2   

⑨身体的負担が大きい   25．3   28．6   

⑩精神的にきつい   43．0   29．9   

⑪健康面の不安   29．4   41．7   

⑫社会的評価が低い   51．5   44．0   

（診福祉機器の不足等   3．3   3．3   

（診仕事中のけが   5．6   13．2   

⑮その他   4，0   3．8   

⑯感じていない   5．9   2．9   

（単位％）  

主な職種別  サービス提   

供責任者  
（n＝2，467）   

（n＝1，116）   

①能力を評価して欲しい   35．1   28．7   

②資格による手当が欲しい   28．4   24．3   

③役職手当が欲しい   14．5   4．4   

④勤務年数を評価して欲しい   22．7   23．9   

⑤早朝・夜間手当等について手当てを付けて欲しい   14．7   12．8   

⑥通勤手当を付けて欲しい   5．9   15．0   

⑦連絡用の携帯電話の支給・通信責補助をして欲しし   20．0   28．6   

⑧その他   11．7   10．9   

⑨賃金や手当等についての希望はない   19．7   20．3  

（資料出所）（財）介護労働安定センター「平成19年度介護労働実態調査」  
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【サービス提供責任者について③】  

○ 訪問介護事業所においては、常勤専従の訪問介護員のうち、  
①サービスの提供時間が450時間又はその端数を増すごとに1人以上  

l：2・訪問介護昌筈の数が10又はその立岩数を土曽すごナに1人以卜  l  

（サービス提供責任者の要件）  
l  

：サービス提供責任者は、次のいずれかに該当する常勤の  
： 訪問介護員から選任される。  
l   

l  

（訪問介護事業所の収入と支出のイメージ）  
刃文入  支出  

（
毒
性
丞
ム
 
 

介護福祉士  

介護職員基礎研修修了者  
1級訪問介護員  

3年以上介護等の業務に従事した2級訪問介護員  

1  450    900  1350  1800   2250  450   900  1350  1800   22501  

（サービス提供8毒問）  l  

l  ■  
．  （サービス提供時間）  

訪問介護事業所におけるサービス提供責任者数階級別事業所数（平成18年10月1日現在）  

訪問介護事業所数   9，075  5，904  2，754    1，229  570   316  165  113  60  237  525   20，948   

割合   43．3％  28．2％  13．1％  5．9％  2．7％   1．5％  0．8％  0．5％  0．3％  1．1％  2．5％   100．0％  

11，348事業所（54．2％）  
サービス提供責任者総数  45・378人 

介護サービス施設ヰ業所調査」より作軋15  （資料出所）厚生労働省「平成18年  



【3級訪問介護員について】  

0 3級訪問介護員については平成18年10月時点で2，268人が訪問介護に従事しており、現在も、  

約600人程度が従事していると推計される。  
3級ヘルパー数   

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（抄）  

（平成12年厚生省告示第19号）  

指定居宅サービス介護給付責単位数表  

1訪問介護費  

（中略）  

注6 別に厚生労働大臣が定める者が指定訪問介護を行う場合  

は、平成21年3月31日までの間、所定単位数の100分の70  

に相当する単位数を算定する。  

○ 平成柑年度介護報酬改定等の概要について（抄）  

（平成18年1月26日 第39回介護給付費分科会提出資料）  

② 3級ヘルパー減算の見直し   

（中略）  

※3級ヘルパーに係る介護報酬の算定は、平成21年3月31  

日までとする。  

18000  

16000  

14000  

12000  

10000  

8000  

6000  

4000  

2000  

0  

平成12 13   14   15   16   17   18   19  20年  

（資料出所）厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」、（財）介護労働安定センター  

「介護労働の実態調査」より作成。  

注1）各年10月1日現在の値。   

2）平成20年の3級ヘルパー数は、介護労働の実態調査の訪問介護鼻及びサービス   

提供責任者の資格別労働者数を特別集計し算出。   

3）介護サービス施設・事業所調査の平成12～18年の平均減少率（▲26．7％）を用いて   

推計すると、平成20年は約1，000人程度となる。  
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Ⅱ これまでの指摘等の概要  

介護給付費分科会介護サービス事業の実態把握のためめワーキングチーム報告  

（平成19年12月10日）  

3 今後の検討課題について  

（1）各事業に共通する事項について   

② キャリアアップについて  

○ 介護労働者のキャリアアップに資する人員配置基準、キャリアアップにつながる取組を行う  

事業所に対する評価、研修システムの構築又は介護労働者個人に対するキャリアアップのイ  

ンセンティブの在り方等について検討する必要があるのではないか。  

その際、小規模事業所ではキャリアアップのシステムを自ら構築することが困難であること  

から、何らかの対策を検討する必要があるのではないか。  

（2）訪問・通所系の事業について   

③ 人員配置基準や介護報酬上の評価について   

○ 業務の実態に即した適切なサービス提供を可能とする観点から、サービス提供責任者等に  

ついて、サービスの質の確保を前提に人員配置基準等の在り方の検討を行うとともに、介護  
報酬上の評価の可否について検討する必要があるのではないか。  

介護保険法及び老人福祉法の一部を改正する法律案に対する附帯決議  

（平成20年5月20日 参議院厚生労働委員会）  

三、次期介護報酬改定に当たっては、介護従事者等の処遇の改善に資するための措置を講ずるこ   

と。なお、地域差の実態を踏まえ、必要な見直しを検討すること。また、サービス提供責任者等の   

処遇に配慮するとともに、介護福祉士等の専門性を重視し、有資格者の評価の在り方について検   

討を行うこと。  17   



Ⅲ 訪問介護の報酬・基準に関する論点  

【基本的な考え方】  

訪問介護の報酬・基準については、以下の基本的な考え方に沿って見直しを行うこととしてはどうか。  

① 訪問介護サービスの効果的推進  

② 訪問介護員のキャリアアップに資するよう、有資格者や経験年数の評価  

③ サービス提供責任者の業務に応じた評価  

【具体的な論点】  

（1）訪問介護サービスの効果的推進と事業所経営の安定化について  

訪問介護については、収支差率は若干改善しているものの、さらにサービスの効果的な提供を推進しつ  

つ、経営の安定化を図る必要があるのではないか。その際には、短時間の頻回訪問や、夜間訪問介護の  

推進等の観点も踏まえて検討することとしてはどうか。  

（2）特定事業所加算の見直しについて  

平成18年介護報酬改定において、質の高いサービスを提供する事業所を積極的に評価するため導入さ  

れた特定事業所加算については普及が進んでいないところである。このため、例えば以下の考え方に沿っ  

て見直しを行うこととしてはどうか。また、他の在宅サービスについてどう考えるか。   

（例）   

・利用者側の視点に立った要件の見直し   

・介護従事者のキャリアアップなど処遇改善の観点を踏まえた要件の見直し   

・サービス提供責任者の評価に着目した要件の見直し   

・認知症高齢者の対応実績を踏まえた要件の見直し  

18  
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（3）サービス提供責任者について   

○サービス提供責任者の評価について  

サービス提供責任者については、その業務に見合う評価がなされていないという意見もいただいている  

ところであり、その業務の重要性に鑑み、例えば以下の考え方に沿って評価を行うこととしてはどうか。   

（例）   

・特定事業所加算について、サービス提供責任者の評価に着目した要件の見直しを行ってはどうか。  

（再掲）   

・緊急時にサービス提供責任者が居宅介護支援専門員と連携をとり、居宅サービス計画の見直しに伴  

い、緊急時訪問等の対応を行った場合につき、加算等で評価してはどうか。  

○サービス提供責任者の配置基準について   

訪問介護事業所においては、   

①サービスの提供時間が450時間又はその端数を増すごとに1人以上  

② 訪問介護員等の数が10又はその端数を増すごとに1人以上   

のいずれかの基準に基づき、常勤専従のサービス提供責任者を置くこととされている。   

常勤のサービス提供責任者を置くこととされているため、   

・事業の実態に即した事業所の運営に支障が生じている   

・サービス提供責任者に業務が集中しがちである。   

・常勤で勤務できない介護従事者をサービス提供責任者として活用できない  

（訪問介護員の多くを占める非常勤従事者のキャリアアップができない）  

等の指摘があることから、サービスの質の確保を前提に、全てのサービス提供責任者が常勤でなければな   

らないとの要件を緩和してはどうか。  
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（4）その他   

0 3級訪問介護員の経過措置について   

・前回の答申で、3級訪問介護員による介護報酬の算定は、平成21年3月31日までとされている。   

・ただし、3級訪問介護具については、現在も約600人程度は訪問介護に従事していると推計されること  

から、3年間は、現に働いている3級訪問介護員が当該事業所で雇用されている間に限って、経過措置  

を設けるとともに、2級課程の研修受講等を促してはどうか。  
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（参考資料1）  

訪問介護の介護報酬体系等と主な改正経緯  

○ サービス提供責任者の責務を明確化（平成18年）  ○ 訪問介護の報酬体系と主な改定経緯について  

12年度～  15年度～  18年度～   

30分未満   旦む   

30分以上1時間未満   

身体介護  
1時間以上   

※30分増す毎の加算   坦   

30分以上1時間未満   呈些   

1．基本単位  1時間以上   呈出   

※30分増す毎の加算   団  底止  

30分以上1時間未満   匹  廃立  

複合型  1時間以上   四  

※30分増す毎の加算   皿  

通院等乗降介助  

3級訪問介護具により行われる場合  ×95／100  ×90／100  ×70／100  

夜間若し〈は早朝の場合  
夜間ヰ朝加算   ×25／100  ×25／100  ．×25／100  

又は深夜の場合  
深夜加算   ×50／100  ×50／100  ×50／100  

2．加算等  

特定事業所加算（Ⅰ）  ×20／100  

特定事業所加算  
特定事業所加算（Ⅰ）  ※詳細は別途に記載  

×10／100  

特定事業所加算（Ⅲ）  ×10／100  

指定基準におけるサービス提供責任者の責務  

※下線部が平成18年に明確化された責務   

▲ 訪問介護計画の作成  

・指定訪問介護の利用の申し込みに係る調整をすること。  

・利用者の状態の変化やサービスに関する意向を定期的に把握する⊆   

と。  

・サービス担当者 議への出席等により居宅介護支援事業者等 と連携   

を図ること。  

・訪問介護員等 に対し、具体的な援助巨標及び援助内容を指示すると   

ともに、利用者の状況についての情報を伝達すること。  

等の業務の実施状況を把握すること。  

・訪問介護鼻等の能力や希望を踏まえた業務管理を実施すること。  

・訪問介護員等に対する塑像、技術指導等を実施すること。  

■ その他サービス内容の管理について必要な業務を実施すること。  
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（参考資料2）  

【平成15年介護報酬改定及び指定基準の見直しについて】  

1．訪問介護の区分の体系的な見直し  

訪問介護の適正なアセスメントを図る観点から、身体介護と家事援助が混合した複合型を廃止。また、   

「家事援助」から「生活援助」に名称を改めるとともに、短時間のサービス提供や生活援助について、  

自立援助、在宅生活支援の観点から重点的に評価。  

身体介護中心型 30分未満  210単位→231単位  

家事援助中心型 30分以上1時間未満153単位→208単位  

1時間以上  222単位→291単位  

2，訪問介護具における減算の算定範囲等の見直し  

訪問介護の質の向上の観点から、3級訪問介護員によるサービス提供の場合の減算の算定範囲に  

生活援助を追加し、評価を見直した。  

算定割合 95％→90％  

3．通院等のための乗車■降車の介助（新設）→100単位  
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（参考資料3）  

【平成18年介護報酬改定及び指定基準の見直しについて】  

1．介護予防訪問介護の導入   

「日常生活上の基本動作がほぼ自立し、状態の維持・改善可能性が高い」軽度者の状   

態に即した自立支援と「目標指向型」のサービス提供を推進する観点から、本人が自力   

で家事等を行うことが困難な場合であって、家族や地域による支え合いや他の福祉施策   

などの代替サービスが利用できない場合に提供するサービスとして、介護予防訪問介護   

を導入した。  

（主な概要）   

介護予防訪問介護費（Ⅰ）〈週1回程度の利用が必要な場合〉  

要支援1・要支援2  1．234単位／月  

介護予防訪問介護費（Ⅱ）〈週2回程度の利用が必要な場合〉   

要支援1・要支援2  2．468単位／月  

介護予防訪問介護費（Ⅲ）く（Ⅱ）を超える利用が必要な場合〉   

要支援2  4．010単位／月  

2．基本単位の見直し   

生活援助の長時間利用について適正化を図る観点から、基本単位の見直しを行った。  

（主な見直し概要）  

特定事業所加算（Ⅲ）く体制要件、重度対応要件に適合する場合〉   

基本単位数の10％を加算   

※算定要件（別紙）  

4．3級訪問介護員減算の見直し   

訪問介護の質の向上の観点から、3級訪問介護員によるサービス提供の場合の減算の   

算定範囲を拡大した。なお、3級訪問介護員に係る介護報酬の算定については、平成2  

1年3月31日までとされた。  

（主な見直し概要）  

（予防給付）  

3級訪問介護員減算   

基本単位数の80％を算定  

（介護給付）  

3級訪問介護員減算   

基本単位数の70％を算定  

（予防給付）  

3級訪問介護員減算   

基本単位数の90％を算定  

（介護給付）  

3級訪問介護員減算   

基本単位数の90％を算定  

5．サービス提供責任者の責務を明確化（指定基準の見直し）  

（サービス提供責任者の責務）下線部が新たに明確化された責務  

・訪問介吉隻計画の作成  

・指定訪問介護の利用の申し込みに係る調整をすること。  

・利用者の状態の変化やサービスに関する意向を定期的に把握する 1。  

・サ爛蜘群割こより居宅介護支援事業者等と連携を図ること。  

・訪問介護員等に対し、具体的な援助目標及び援助内容を指示するとともに、利用者の状   

温についての情報を伝達すること。  

・訪問介護員等の業務の実施状況を把握する畏。  

等の能力や希望を踏まえた業務管理を実施すること。  

・訪問介護員等に対する埋塵、技術指導等を実施すること。  

その他サービス内容の管理について必要な業務を実施すること。  

生活援助  

・30分以上1時間未満（208単位）  

・1時間以上（291単位）  

生活援助  

・30分・以上1時間未満（208単位）   

1時間以上（291単位に30分を   

増すごとに＋83単位）  

→  

3．特定事業所加算の創設   

サービスの質の高い事業所を積極的に評価する観点から、人材の質の確保やヘルパー   

の活動環境の整備、中重度者への対応などを行っている事業所を対象に特定事業所加算   

を創設した。  

（主な概要）   

特定事業所加算（Ⅰ）く体制要件、人材要件、重度対応要件のいずれにも適合する場合〉   

基本単位数の20％を加算  

特定事業所加算（Ⅱ）〈体制要件、人材要件に適合する場合〉   

基本単位数の10％を加算  
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「訪問介護の実態及び効率的なサービスのあり方に関する   

調査研究事業報告書」の要旨  

◎ 社会保障審議会答申（平成18年1月26日社保審発第1号）  

○ 介護給付の訪問介護については、報酬体系の機能別再編に向けて、訪問   

介護の行為内容の調査研究を行うこと。  

◎ 19年度調査のねらいと全体構成（各調査の概要）  

○ これまでの検討結果を踏まえ、訪問介護サービスの業務構造に即した調   

査の枠組みを設定し、訪問先における介護行為の詳細な把握及び、訪問先   

以外での業務行為時間を把握した上で、機能別・行為別によるサービスの   

体系化の可能性を検討。  

○ 実態調査の構成と手法は、次表のとおり。  

調査種別－ねらい  調査手法  調査対象・実施件数  

1，訪問介護サービスタイムスタディ調査  

○訪問時における介護サービス行為  

の把握  

・主要行為と付帯行為の時間の関係  
把握  

・生活自立支援「その他」の詳細把  

握  

○他記式タイムスタディ調査   

・記録間隔 1分間   

・サービス時間内での老計10号  
コード行為＋追加コード検討   

・調査期間 2週間程度  

○平成20年3月10日～27日   

（一部4月上旬に再確認）  

○調査事業所敷11事業所   

○回収件数   225件  
（分析対象件数 223件）   

○協力介護員数137人  

2．訪問介護サービス映像記録調査  

○訪問介言草行為の流れの把握とタイ  
ムスタディ調査の対象確認  

・介護行為内容と作業の流れの確認   

・円滑作業の阻害要因によろ行為内  
容の違いの把握   

・介吉削乍業効率化のホイント探索  

○ビデオ映像記録調査   

・種々の介護サービスの内容と作  

業の流れを映像で記録  

・事後分析により行為内容を、主  

作業と付随作業・作業余裕に区分  

（後にサービスの標準を検討する  

際の材料とする。）  

0平成20年3月14日、31日   

（一部1月上旬に再確認）  

○調査事業所敷 4事業所   

○記録ケース数15件  

（分析対象件数13件）  

3．業務時間調査   

01ケ月の業務時間（内容別）の把  

握  

・訪問先での介護サービス時間と合  
わせて、サービススナシューー′レ及び  

介護スタッフの調整、管理、介護ス  
タッフの移動等、訪問介護サービス  
提供に係る全体の時間を把握  

○事業所調査  
・調査1・2の対象別用首に／つい  
ての基本属性記録、訪問介護計画  
内召  

○サービス提供責任者調査  
・サ責J）業汚内容を把握  
○介護員調査  

・1ケ月の業務時間記録（自記式）  

0平成20年3月10日～27日  ○調査事業所数11事業所   

○調査対象者の範囲   
サ責・常勤訪問介護員  

0回収件数  
・サ責調査  20件  
介護員調査 90件  
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◎ 調査研究結果のまとめ  

○ タイムスタディ調査、映像記録調査、業務時間調査等により、下記の事   

項が把握できた（各調査結果のポイントは別添のとおり）。  

（1）訪問介護サービス行為の流れ  

① サービスの類型（身体介護中心と生活援助中心）により、介護行為の   

組み立て・流れが異なる。  

② 健康チェックは、サービスの類型にかかわらず最初の5分間で集中的   

に行われる。  

③ 身体介護中心のサービスでは、  

前半の時間帯で排泄介助、後半で清拭・身体整容が行われる（サー  

ビス時間が短いほどこの傾向は顕著であり、サービス時間が長くなる  

と全身浴・部分浴が行われるケースが増え、相対的に、清拭・入浴・  

身体整容に関する時間の構成比は大きくなる。）。   

・ 60分以上のケースでは、食事介助が含まれるケースが増える。  

④ 生活援助中心のサービスでは、   

・ 60分以上のサービスの場合、前半で掃除を行い、後半で一般的な調  

理を行うケースが多く、90分以上のサービスの場合、前半に調理を行  

い、後半で掃除を行うケースが多くなる。   

・ 90分以上では、後半の時間ノ帯に洗濯が追加されるケースが増える。  

⑤ 最後の時間′帯で、サービス提供の記録が行われるが、生活援助中心サ   

ービスの場合、記録だけでなく、相談援助・情幸剛文集が行われるケース   

が多い。  

（2）サービスの流れの変動要素  

基本的なサービス提供の流れは①で整理したものとなるが、次のよう   

な変動要素により、個々のケースで流れに変動が生じる。  

① サービス利用者の身体状況  

② 介護員の熟練度  

③ 掃除等の生活援助行為が、予定時間内での介護行為の組み立ての調整   

項目となっているかは明確には確認できなかったが、長時間サービスの   

最後の時間借に集中するなど、可能性を残す結果となった。  

（3）サービス行為における作業度内訳の把握  

サービス行為の内容について、生産管理分野における知見をもとに、  
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分類を行い、分析を行ったところ、介護の内容及び担当介護員により主  

作業と付随・付帯作業の割合が異なり、作業余裕はサービス利用者の状  

態により大きく左右される（作業分類については別添資料のとおり）。   

これらのことから、主な介護行為ごとに専門家の検討も交えて、工作  

業等の作業分類のあり方を検討・整理し、さらに分析ケースを増やして、  

その関係を検証することにより、「標準的な介護サービス」を検討できる  

可能性が得られた。  

○ 今後の課題  

本調査により、時間経過に沿った、おおよその訪問介護サービスの流れ   

が把握でき、標準化の可能性が示されたところであるが、変動要素（介護   

員の熟練度、サービス利用者の身体状況等）が多く、調査日的の明確化、   

調査・分析の手法の検討及び検証並びに調査対象ケースの絞り込み等を行   

った上で、今後の研究が必要。  
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◎ 実態調査結果のポイント（具体的データは報告書参照）  

1．タイムスタディ調査の結果のポイント  

○ これまで介護サービスの内容は、サービス時間全体に対する介護行為分   

頬の構成比でしか把握できなかった。  

本調査では、5分・10分間隔での時間経過ごとに介護行為の構成比を集   

計した結果、時間経過に沿ったおよその介護の流れを把握することができ   

た。  

（1）介護の流れの把握について  

（D サービス類型共通   

・多くのケースで最初の5～10分でサー ビス準備が行われる。   

・身体介護と生活援助が複合されるサービスにおいて、身体介護は前  

半の時間帯で、生活援助は後半で行われる。  

② 身体介護中心サービス   

全体的なサービス提供の流れ  
l  

： サービス準備（健康チェック）  
l   

：→ 清拭・入浴介助、身体整容、食事介助、排泄介助等の身体介護   

：→ 自立生活支援のための見守り的介助等の生活援助に近い介護  
l   

：→ 一般的な調理、配膳・下膳、洗濯等の生活援助  
l   

：→ サービス記録  

③ 生活援助中心サービス  

・ 全体的なサービス提供の流れ  

l  ： サービス準備（健康チェック）  
l   

：→ 卜般的な調理、配膳・下膳、掃除、洗濯］＋［清拭・入浴、身体整容］   

ト サービス記録  

洗濯、掃除はサービス時間の後半で行われる傾向が見られ、生活援  

助において掃除はサービス時間終了までの調整的な使われ方をしてい  

るのではないかとの仮説と整合した形となっている。  

（2）介護の流れの変動要素把握について  

① サービス利用者の身体状況（要介護度）による介護の内容・流れの違い   

・要介護度が高くなるにつれ、身体介護サービスの割合が高まる。   

・要介護度が高くなるにつれ、排泄介助の内容が、トイレ利用からおむ  

つ交換へ移行する様子が把握できた。  
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② 介護員の属性による介護時間の違い  

・比較的経験の長い介護員（経験7～9年）の介護時間が長く、長時間  
型の介護を担当していることが考えられる。  

・比較的経験の短い介護員は、食事介助、掃除等の時間割合が比較的  

多く、比較的要介護度の低いケーースを担当してい ると考えられる。  

（3）生活援助における介護の流れ、「掃除」等の位置づけについて  

介護行為の効率化・標準化の検討に際しては、次のような、介護行為   

の組み立ての中での、介護行為間の「優先順位」を理解することが重要   

と考えられる。  

① 身体介護・生活援助の複合サービス   

・生活援助は後半に行われる傾向がある。  

② 掃除等の生活援助サービス  

サービス時間の後半で行われることが多く、予定時間を満たすまで  

の介護行為の組み立ての調整項目となっている可能性がある。  

2．映像記録調査の結果のポイント  

○ 調査結果については次のとおり。  

（1）身体介護の行為内容の特徴  

① 主要サービスである清拭・食事介助においては、主作業が占める割合   

は比較的小さく、付荷作業や作業余裕の割合が大きい。特に作業余裕は   

利用者側の要因で発生することが多く、予測が困難。  

② 利用者による差異が大きいが、利用者ごとであれば、ある程度の振幅   

を予測できる可能性が高い。   

・事業所として、扱いの難しい利用者とそうでない利用者を予め分類・  

管理できれば、利用者による困難さを踏まえた管理が可能。  

③ 職場余裕として分類される「利用者の非協力的な態度や拒否」は、介   

護作業上、最も効率性を左右する。  

多くの場合、ヘルパー はこの状況を見込んだ対応をして時間内に作  

業が遂行できるようにやりくりをするが、この対応がうまくいかなか  

った場合、サービス時間内での作業完了は困難となる。  
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（2）生活援助の行為内容の特徴  

① 主要サービスである調理・掃除においては、主作業及び付帯作業の割   

合が大きく、付随作業が少ない。（主作業は介護員のスキルに、付借作業   

は居室の環境や同居家族の協力・生活習慣に影響される部分が大きい。）  

②利用者の状態が変動要素として大きい身体介護と異なり、生活援助は介  

護員のスキルや居住環境が変動要素として大きい。  

③ 職場余裕として分類される「利用者の非協力的な態度や拒否」は、介   

護作業上、最も効率性を左右する。  

（参考） 本調査における行為内容の分類に用いた指標について  

分類  性質   

主体作業  その作業者に課せられた本来の目的的仕事  

作  
主作業   その仕事に直接的に関与している部分   

業   付随作業  主作業に付随して規則的に発生するが、仕事の目的に対し間接的に役立っている要素  

付帯作業  本来の作業のための準備、段取り、後始末、運搬等の作業で1ロットごとにのみ発生するもの   

作業余裕  
必要な作業要素ではあるが、不規則・偶発的に発生するもの  

余  （その原因が物的要素にあり、標準化されないことが多い）  

裕  
職場余裕  

本来の作業とは無関係に発生するもの  
（各種の手待ちや、管理上から発生する遅れ、管理の改善で減少可能）   

注）「分類」についてはIE（IndustrialEngineering（経営工学））（※1）の概念による。一般的には、  

製造業や建設業等の生産管理分野において、これらの分類をもとに観測を行った結果について作業研  

究・動作分析を行い、作業者の習熟度による補正・余裕時間の設定等を行うことで、一連の作業の標  

準時間（一定スキルのある作業者が、通常の条件下で作業を遂行するための必要時間）を算出し、作  

業時間の標準化による生産管理や工程分析による生産効率性改善のために用いられる。  

（※1）IE とは、「経営目的を定め、それを実現するために、環境（社会環境および自然環境）との調  

和を図りながら、人、物（機械、設備、原材料、補助的エネルギー）、金及び情報を最適に設計し、運  

用し、統制する工学的な技術・技法の体系」として定義されている。  

○ まとめと今後の課題  

（1）調査の前提について  

① 今回、初めて映像記録の分析を行い、どのような分析が可能か確認す   

る作業に重点を置いた結果、次の2点について定量的に把握できる可能   

性が示されたところ   

・ 身体介護・生活援助のサービス特性の違い  

同じ利用者における介護員によるサービスの違い  
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② 今後、この手法による分析を深めるための調査方法は、次のようなス   

タイルをとり、これらの可能性を検証する手法が望ましい。  

サービス体系の見直しのターゲットとなる行為を絞り込む。  

・見直しの方向性（シナリオ）をある程度定める。  

（2）調査方法について  

① 映像記録調査の有効性を高める調査方法の工夫   

・介護員のスキルの差異の把握にフォーカスする場合  

→・利用者を固定し、複数種類のヘルパーによるサービスの違いを記録  

居住環境の違いによる差異を把握する場合  

－＞明確に居住環境に差異があるケースを設定し、同様のケアプラン例  

を抽出する  

② 映像記録調査の限界の認識   

・利用者の同意が必要なため、記録対象が限定される。   

・介護員側の同意を必要なため、介護員側が粗悪な例は観測が困難。   

・画像分析のため、分析に手間がかかる。（現状では、大量データを同  

時並行的に分析することはかなり困難。）  

（3）分析について  

明確な分析計画の組み立て及び記録ケースの確保ができれば、かな  

り有効な分析が可能。  

ただし、ヘルパーの技術を評価する場合、介護技術の専門家の観察・  

評価及び判断が必要となる。（分析手法について十分に検討し、分析デ  

ー・タを起こす段階から専門家の指導を仰ぐ必要がある。）  

3．業務時間調査の結果のポイント  

○ 事業所調査の結果のポイント  

（1）全体の傾向  

調査対象者に占めるサービス提供責任者の割合が高かったこともあ  

り、事務作業が5割近く、サービス提供時間が3割程度にとどまった。  

（2）サービス提供責任者（N＝40）について   

・業務時間の56％を事務作業が占めている。  

（サービス提供責任者としての事務作業46．3％、その他作業9．6％）  

サービス提供時間は22．7％。  
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（3）サービス提供責任者以外の常勤ヘルパー（N＝14）   

・ 事務作業時間が20％程度を占めている。  

移動・休憩時間を差し引いたサービス提供時間は50％あまり。  
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浴介護について  訪問入  

Ⅰ訪問入浴介護の現状と課題  

【訪問入浴介護の利用状況①】  

○ 請求事業所数は、平成17年度以降逓減傾向。  

○ 費用額・受給者数（予防含む）ともに、平成15年度をピークに緩やかに減少している。  

01事業所当たり費用額一受給者数は、近年、増加傾向である。  

訪問入浴介護（予防含む）年間費用額■月平均受給者数  1事業所当たり訪問入浴介護（予防含む）月平均費用掛月平均受給者数  

月平均受給者数（単位万人：月平均費用額（単位万円）  月平均受給者数（単位人）  
年間費用額（単位一億円）  

100 200  

90 180  

8．0 160  

7．0 140  

6．0 120  

5．0 100  

H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度  

訪問入浴介護事請求業所数（各月）  

H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度  

3，500  

3，000  

2．500  

2．000  

1．500  

宇査月H13．5   H14，5   H15．5   H16．5   H17．5   H18．5   H19．5   H20．4  
（資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査」より作成。1   



【訪問入浴介護の利用状況②】  

○ 訪問入浴介護（予防含む）の受給者数は約7．9万人（平成20年4月審査分）であり、受給者の  
約8割は、要介護4■5の重度者である。  

聞入浴介護及び介護予防訪問入浴介護受給者数合計（H20．4審査分）  

l  l  l  l   1  1  l  l  

要介護5  

4．7千人  10．9千人  20．9千人   40．9千人  

（5．91）  （13．鍋）  （26．51）  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

（資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査」より作成。  

（資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査（平成20年4月審査分）」  
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【平成20年介護事業経営実態調査の結果について】  

○ 訪問入浴介護事業所の収支差率は改善している。（H17調査△10．6％→1．5％）。  

○ 規模別に見た場合、サービス提供回数が多い事業所ほど、収支差率は高くなり、月161回以上で  
収支差率がプラスに転じる。  

規模別収支差率  

60．0％■  

40．0％  

20．0％  

0．0％  

】－20・0％  
8－4％   

一   l」    ＿ 一l＿  ▲ ＿  」1     】    △2＿2％   △－4＿盆  △   

9．1％ 
13・0％  

1．6％  

△3．4％  
4．5％  

△21．3％  

△6   

◆  

∠ゝ112．6％   

ー100．0％  

一120．0％  

－140．0％  

旨 胃 管  
サンプル数（132）（126）（109）  

（資料出所）厚生労働省「平成20年介護事業経営実態調査」  
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【平成18年介護報酬等改定】  

○ 介護給付の訪問入浴介護については、現行と同様とする。  
○ 予防給付の介護予防訪問入浴介護については、人員要件を緩和（介護職員を2名から1名に  

緩和）し、報酬水準を適正化。  

（平成18年改正後の基準及び報酬単位）  

極正後…  改正前  

（訪問入浴介護）   

○基本単位1，250単位／回   

○人員要件 看護職員1以上  
介護職員2以上  

（訪問入浴介護）   

○基本単位1，250単位／回   

○人員要件 看護職員1以上  

介護職員2以上  
予防導入  l  

l  

l  

l  

l  

1  

1  

1  

1  

l  

＿＿＿＿＿●＿＿＿＿－■■■■■■一－－■■■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一一】  
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Ⅱ 訪問入浴介護の報酬・基準に関する論点  

【基本的な考え方】   

訪問入浴介護は、利用者の身体の清潔保持と心身機能の維持等を図るサービスとして、現行  

の基準及び報酬体系を基本としつつ、重度の要介護者の利用が多いサービス形態であること及び  

経営実態調査の結果を踏まえ、どのように考えるか。  
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【通所介護事業所の状況】  

○ 平成13年5月と比べ、介護報酬請求事業所数は、約2．6倍（約8，400か所→約   
22，100か所）に増加した。  

01事業所当たりの収入額は、平成15年頃をピークに減少傾向であったが、平成   
19年は増加傾向に転じている。  

百万円  通所介護費用額（介護予防を含む）  
（単位 百万円）  

H13年度  H14年度  H15年度  H16年度 H17年度 H18年度 H19年度  

（※H17年産までは認知症専用型を含むが、H18年度以降は含まない。）   

（資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査」   



【利用者の状況】  

○ 平成20年4月現在、通所介護の利用者は、約113万人（平成13年5月の約2．1倍）   
で、介護サービス（介 含む）利用者の概ね3人に1人が利用している。  

（参考）平成20年4月審査分 介護予防暮介護サービス受給者数 369万人（介護給付費実態調査（厚生労働省））  

通所介護受給者数（介護予防含む）  

（審査月）  

H13．5  
・l  

H15．4  

H17．4  

1．4  

日19．4  

0．1  

日20．4  

■ 経過的要介護（H18年度～）圏 要支援1（H18年度～）  

固 要支援2（H18年度～）   □ 要支援（～H17年度）  

ロ 要介護1  ロ 要介護2  

園 要介護3  由 要介護4  

■ 要介護5  

100％  

冒 経過的要介護（H18年度～）  田 要支援1（H18年度～）  

ロ 要支援（～H17年度）  

口 要介護2  

回 要介護4  

因 要支援2（H18年度～）  

口 要介護1  

回 要介護3  

i要介護5  

（資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査」 2   （資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査」  

」
－
 
1
 



【サービス提供の状況】  

○ サービスの提供時間別割合を見ると、2～6時間のサービスの割合が低下する一方、   
6～8時間のサービスの割合が高まっている。  

○ また、6～8時間のサービス提供の要介護度別割合を見ると、軽度者（要介護2以下）   
の割合が低下する一方、中重度者（要介護3～5）の割合が高まっている。  

通所介護所要時間別の割合  通所介護所要時間6～8時間未満における  
要介護度別割合  

審査月   

H16年4月  

H18年4月  

H20年4月  

0％  20ウも  40％  60％  80％  100％  
2時間以上～6時間未満  6時間～8時間未満  8時間以上  

（資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査」  
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○   



【収支差率の状況】  

○通所介護の経営状況に？いて、規模別に比較すると、延べ利用者数の増加に伴い、収   
支差率もプラスになっている。  

○ なお、「751回～900回」と「901回以上」とで収支差率が逆転している原因として、平成18   
年度に新設された「大規模事業所に対する評価の見直し※」が考えられる。   

※ 前年度の一月当たりの平均利用延人員が900人超の場合、所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定   

する。（ただし、3～4時間利用者は1／2、4～6時間利用者は3／4を乗じて計算する。）  

通所介護延べ利用回数別集計  

8一③ 通所介岩室（予防を含む）（延べ利用回数別集計表）  

※1 収入及び支出の額は国庫補助金等特別積立金取崩額を除いた額  

※2 土ヒj峯は収入に対する割合（以下同じ）  厚生労働省「平成20年介護事業経営実態調査」  
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Ⅱ 通所介護に関するこれまでの指摘事項等の概要  

介護給付費分科会介護サービス事業の実態把握のためのワーキングチーム報告  

（平成19年12月10日）  

3 今後の検討課題について  

（1）各事業に共通する事項について   

② キャリアアップについて  

○ 介護労働者のキャリアアップに資する人員配置基準、キャリアアップにつながる取組を行う  
事業所に対する評価、研修システムの構築又は介護労働者個人に対するキャリアアップのイ  
ンセンティブの在り方等について検討する必要があるのではないか。  

その際、小規模事業所ではキャリアアップのシステムを自ら構築することが困難であること  
から、何らかの対策を検討する必要があるのではないか。  

（2）訪問・通所系の事業について  

③ 人員配置基準や介護報酬上の評価について  
○ 業務の実態に即した適切なサービス提供を可能とする観点から、サービス提供責任者等につい  

て、サービスの質の確保を前提に人員配置基準等の在り方の検討を行うとともに、介護報酬上の  
評価の可否について検討する必要があるのではないか。  

介護保険法及び老人福祉法の一部を改正する法律案に対する附帯決議  

（平成20年5月20日 参議院厚生労働委員会）  

三、次期介護報酬改定に当たっては、介護従事者等の処遇の改善に資するための措置を講ずること。なお、地域差  
の実態を踏まえ、必要な見直しを検討すること。また、サービス提供責任者等の処遇に配慮するとともに、介護福祉  

士等の専門性を重視し、有資格者の評価の在り方について検討を行うこと。  
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Ⅲ 通所介護の報酬1基準に関する論点  

○ 一月当たり平均利用延人員数の規模で分類すること及びその規模   
ごとの報酬単位数についてどう考えるか。  
■‾‾‾‾‾●‾■■■■■■■■■■－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－一一－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－t一一一－一一－－－－－－－－－－－－－一一－－1  

言＜小規模型通所介護費＞  
l  

l  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

1  

】  
】  
l  

l  

】  
l  

l  l  

l  

l  

－                                                                                                           ＿＿＿l  

一月当たりの平均利用延人員数が300人以内の指定通所介護事業所  

；＜通常規模型通所介護費＞ l   

小規模型に該当しない事業所   

※ただし、同900人超の事業所は、通常規模型通所介護費の100分の90の単位数となる。  
■■■－■■－■■■■■■－－－－－－－－－－－－－一一一一－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－■■＋－■ 一一－－－－－－■■●■■■一一■－－■  

○ 適所介護事業所が提供する現行の個別機能訓練を含め、在宅での   

生活が維持・改善される機能の評価のあり方についてどう考えるか。  

○ 介護従事者のキャリアアップの仕組みについては、施設サービス等   

における議論を踏まえ、検討することとしてはどうか。  
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（参考1）  

通所介護の概要  

【指定基準】  

＜人員基準＞   

（通常）利用定員が10人を超える事業所の場合   

（1）管理者  1人 常勤専従（管理上支障がない場合は兼務可）   

（2）生活相談員   1人以上 単位ごとに提供時間帯を通じて専従   
（3）看護職員  1人以上 単位ごとに専従  

※看護師、准看護師   

（4）介護職員  1人以上 単位ごとに提供時間帯を通じて専従  
（利用者が15人まで1人。それ以上は、5人ごとに1人を加えた数以上。）  

※（2）又は（4）のうち1人以上は常勤でなければならない。   

（5）機能訓練指導員 1人以上  
※ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師  

※（3）との兼務可能  

（例外）利用定員が10人以下の事業所の場合  
1人 常勤専従（管理上支障がない場合は兼務可）  
1人以上 単位ごとに提供時間帯を通じて専従  

1人以上 単位ごとに提供時間帯を通じて専従  

※（2）、（3）のうち1人以上は常勤でなければならない。  
1人以上  

※（3）との兼務は不可  

（1）管理者  

（2）生活相談員  

（3）看護職員又は介護職員   

（4）機能訓練指導員  

【サービスの内容】  

当該施設において入浴、  執
J
 
 

一
康
 
 

サ
健
 
訊
 

⊥
⊥
⊥
∴
』
 
 

人
助
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談
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と
、
を
 
 

護
供
練
 
 

介
提
訓
 
所
の
能
 
 

通
事
機
 
 
 

食
び
 
 
 

日常生活上の世話及  
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（参考2）  

過去の報酬改定  

平成15年4月改定のポイント   

6～8時間の利用時間を超えてサービスを提供する場合や入浴サービス等  

を評価するとともに、全体として適正化。（基本単位は引き下げ）  

前回（平成18年4月）改定のポイント  

1要介護度別に報酬を設定し、重度を重点的に評価（介護予防も導入）  
・小規模事業所を評価する一方で、延べ900人超で100分の90の単位数を  
導入  

・送迎サービスの包括化、入浴介助加算の一本化 等  

現在のサービス利用の状況（要介護度別等）  

適所介護   経過的   要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   合計   
要介護  

小規模型事業所   

脚数）   
1，000  459，900  451，600  367，500  186，800   77，200  1，544，000   

通常規模型事業所  
2，500  1，695，700  1，784，200  1，370，100  743，400  309，100  5，905，000   

（回数）  

小規模型の割合   0．06ワも   29．89も   29．2％   23．8％   12．19ら   5．0兎   

通常規模型の割合  0．04サム   28．79ら   30．29も   23．29も   12．6％   5．29も   厚生労働省「 
平成20年4  

・                 介護給付費実態調査」  
9   月審査分  



通所介護の報酬単位  
（参考3）   

間未満の場合  
＋50単位  

9時間以上10時  1回につ  

1日に  1日に  1日に   き   

8時間以上9時    間未満の場合        ＋100単位   

き  

つき  

＋50  単位  
単位   

を限度）   

8時間以上9時  
間未満の場合  
＋50単位  

9時間以上10時  
間未満の場合  
＋100単位  

）  

10  

適所介護費基本部分  

経過的要介護（ 396単位）  

四  要介護1   （ 437単位）  

イ  
3時間以上               要介護2   

（ 504単位）  
（ 570単位）  

4時間未満                             要介護4   （ 636単位）  

小 規 

要介護5  （ 702単位）  
経過的要介護（ 529単位）  

模  （2）  
要介護1   （ 588単位）  
要介護2  

型   4時間以上    要介護3   
（ 683単位）  
（ 778単位）   

通  6時間未満  要介護4   （ 872単位）  

所  要介護5   （ 967単位）  

介  
経過的要介護（ 707単位）  

護  （3）  
要介護1   （ 790単位）  
要介護2   

費  6時間以上  
（ 922単位）  
（1，055単位）  

8時間未満                           要介護4   （1，187単位）  
要介護5  （1，320単位）   
経過的要介護（ 346単位）  

口  四  要介護1   （ 381単位）  
要介護2   

3時間以上  
（ 437単位）  
（ 493単位）  

通  4時間未満                            要介護4   （ 549単位）  

常  
要介護5   （ 605単位）  
経過的要介護（ 458単位）  

規  
（2）  

要介護1   （ 508単位）   
（ 588単位）   
（ 668単位）  

模  
4時間以上 6時間未満               要介護2  

通  
（ 748単位）  

所  
要介護5  （ 828単位  
経過的要介護（ 608単位）  

介  （3）  
要介護1   （ 677単位）   

護  
6時間以上  

（ 789単位）  
（ 901単位）  

費  8時間未満  （1，013単位）  
要介護5   （1，125単位）   

貴所療ハ  

介養  
（1，000単位）  

護通   
（1，500単位）  



（参考4）  

各加算の利用状況  

介護サービス回数・日数一件数，要介護状態区分・サービス種類内容別  

（単位：千回（日・件））  

区分  総数   

通所介護  7 455．6  

小規模型事業所   1544．1  

通常規模型事業所   5 905．0  

療養通所介護  2．1  

個別機能訓練加算＊（1日27単位）  3954，6  

入浴介助加算＊（1日50単位）   5 760．1  

若年性認知症ケア加算＊（1日60単位）   2．2  

栄養マネジメント加算（＝引00単位、月2回まで）   2．7  

口腔機能向上加算（1回100単位、月2回まで）   70．7   
介護給付費実態調査（平成20年4月審査分）（厚生労働省）  

＊は日数を集計している。  
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療養通所介護について  

Ⅰ療養通所介護の現状と課題（平成18年  

【療養通所介護のサービス提供状況】  

○ 療養通所介護事業所は、創設から事業所数を伸ばしてきているが、最近は、横ばい   
状態である。  

○ 療養通所介護の延べ利用回数は22百回（平成20年4月審査分）であり、要介護3以上   
が9割を超えている。  

．   4百回   単位数   

．   18百回   3，045干単位  

請求事業所数   回数合計   3時間以   

49   22百回  嬰         6時間以   

（出典）介護給付費実態調査（平成20年4月審査分）（厚生労働省統計情報部）   

療養適所介護請求事業所数の推移  要介護度別療養通所介護回数（延べ回数）  

要   要   要   要   要   要   

介   介   介   介   介   介   総  
護   護   護   護   護   護   

度   口   2   3   4   5   
数  

回  
数  
（  

百  
0   3   4   14   22   

割 ∠ゝ 臼 （ ％ ）  0  4．6  13．6  18．2  63．6  100   ・ 
・ 

・ 

÷・ヾ∴さ∴・－ご、・－・－、ン ∴．ト∴‥・  、－・∴－∴－、∴  

（出典）介護給付費実態調査（平成20年4月審査分）（厚生労働省統計情報部）  （出典）介護給付費実態調査月報（厚生労働省統計情朝部）   1   



○ 通所介護の利用者の約6割が要介護1、2との軽度看であるのに対し、療養通所介護   
事業所利用者の要介護度は、要介護4、5の重度者が7割を超えている。  

療養通所介護利用者の要介護度の状況  

療養通所介護  

（N＝385）   

通所介護  

（N＝955，506  

60％  20％  40％   80％  1000〕  0％  

□経過的要介護□要介護1ロ要介護2【】要介護3口要介護4【】要介護5□その他□無回答   

出典：（財）日本訪問看護振興財団 平成19年度厚生労働省老人保健事業健康増進等事業「療養通所介護事業の適正な運営に関する調査研究事業報告書」  

厚生労働省 平成18年介護サービス施設・事業所調査   



【療養通所介護のサービス利用状況】  

○ 定員数（現行制度では5名以内）が5名の事業所は61．1％（平均定員4．31人）  

○ 待機者は、5名を定員数としている事業所「ご6か所、3～4名としている事業所で2か所   

ある。  

療養適所介護の利用の状況  

事業所の定員数   1～2名   ：3～4名   5名  

施設数   1か所（2．8％）   13か所（36．1％）   22か所（61．1％）   計 36か所（＊）   

1月の実利用音数   2．33人   4．27人   11．65人   平均 8．73人   

1月の延べ利用回数  

（3時間以上6時間未満）  
7．39回   7．46回   平均 7．44回   

1月の延べ利用回数  

（6時間以上8時間未満）   
9．44回   ■t6．58回   40．35回   平均 30．91回   

待機者がいる事業所数  2か所   6力ヽ所  

平均待機者数  1．5人   2．8人   

定員を理由に利用を  1か所   4か所   

断ったことがある事業所数  

待機者がいる事業所の遇の開設と定員数  

週の開設日及び   週5日開設   週5日開設   週3日開設   週3日開設   週2日開設   

定員数   定員5名   定員3名   定員5名   定員4名   定員5名   

事業所数   4か所   1か所   1か所   1か所   1か所   

出典：平成19年度 老人保健健康増進等事業「療養適所介護事業の適切な運営に関する調査研究事業報告書」日本訪問看護振興財団  
＊ 全事業所（50か所）を対象に調査、有効回答数36（72％）。  
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【療養通所介護のサービス利用状況】  

○療養通所介護利用者の居室の床面積に関する基準は、老人保健施設と同じであり、  
介護療養型医療施設よりも広くなっている。  

○一方、利用者の平均要介護度は老人保健施設と比較して高く、介護療養型医療施  
設と同程度である。  

施設基準（居室の床面積に関する基準）及び平均要介護度  

養型   介護老人   

巨設   保健施設   

上ノ／人   8．0ポ以上／人   

団   3．18  

（※）平均要介護度＝平成18年度介護サービス施設・事業所調査  
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Ⅱ これまでの指摘等の概要  

【平成18年1月26日 平成18年介護報酬改定答申（抜粋）】  

下記の事項については、社会保障審議会介護給付費分科会におけるこれまでの審議も踏  
まえ、今回の介護報酬・基準等の見直し後、さらに検討を進め、適切な対応を行うものとする。  

1．介護保険法の一部改正に伴い、新たに導入された「介護予防サービス」や「地域密着型  
サービス」、今回の介護報酬改定において基本的な見直しが行われた「居宅介護支援及び  
介護予防支援」、さらに「療養通所介護」等の新たな取組みをはじめ、今回の改定後のサー  
ビスの利用実態等について、この度の改定の「基本的な視点」も踏まえ、今後、調査・分析を  
適切に行うこと。  
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Ⅲ 療養通所介護の報酬・基準に関する論点  

【基本的な考え方】  

○医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ在宅療養者の受け皿の経営の安定を図るという観  

点から見直しを行ってはどうか。  

【具体的な論点】  

（1）定員数5名の事業所に待機者があることから、定員数を見直してはどうか。  

（2）療養通所介護の利用者は重度であることから、他のサービスにおける居室の床面積   
に関する基準等も参考にしながら、面積の基準について見直してはどうか。  
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参考資料   



【平成柑年介護報酬改定】  

○ モデル事業の成果を踏まえ、適所介護の一類型として「療養通所介護」を創設  

【療養適所介護の基準等】  

人員配置   ・従業者 利用者：看護・介護職員＝1．5：1  

（常勤専従の看護師を1名配置）  

■管理者 常勤の看護師  

■併設訪問看護ステーション等との兼務可  

■訪問看護の経験者であること  

設備等   ・定員5名以内  

・専用の部屋の面積は8ポ以上／人  

（専用の部屋は他の部屋等から完全に遮蔽されていること）  

対象者   難病等を有する重度要介護者又はがん末期の者であって、サービス提  

供に当たり常時看護師による観察が必要な者を対象とする。  

サービス内容   療養通所介護計画に基づき入浴、排泄、食事等の介護その他の日常  
生活上の世話及び機能訓練を行う。  

介護報酬単価   ■3時間以上6時間未満1，000単位／日  

■6時間以上8時間未満1，500単位／日  



各種サービスの単価（参考）  
日中のみのサービス1  

3時間以上6時間未満  6時間以上8時間未満   

療養通所介護費   1000単位  1500単位  

3時間以上   4時間以上  6時間以上  

4時間未満   6時間未満  8時間未満   

通所介護責（要介護4）   549単位   748単位  1013単位   

通所介護費（要介護5）   605単位   828単位  1125単位  

介護老人保健施設   療養病床を有する病院   療養病床を有する診療所   

特定介護老人保健施設短  

期入所療養介護費  760単位   760単位  760単位   
（要介護4および要介護5）  

ショートステイ  

介護老人保健施設   療養病床を有する  療養病床を有する  

病院  診療所   

短期入所療養介護費（Ⅰ）  

（要介護4）   

987単位   1281単位   968単位   

短期入所療養介護費（Ⅰ）  

（要介護5）   

1040単位   1372単位   1020単位  



Ⅰ通所リハビリテーションの現状と課題  

【適所リハビリテーションの利用状況等】  

○ 通所リハビリテーション（予防含む。）については、毎年、累計受給者数が伸びており 、   

平成19年の年間累計受給者数は約557．∈i万人となっている。  

千人 適所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーションの年間累計受給者数の年次推移  

6，000  

H14  H15  1」16  H17  H18  H19  H13  

ロ通所リハビリテーション■介護予防適所リハビリテーション   

※H17年までの累計受給者数には、要支援者も含むが、平成18年からは、要支援者（要支援1・2）は、介護予防通所リハビリテーションに計上  

（介護給付費実態調査から）   



リテーション請求事業  
○通所リハリハビリテーション請求事業所及び介護予防通所リハビ ヽ－′′こニニ′′l′▼r′▼1■‾■■▼  

所は、年々、増加傾向にあり、＝19年10月用現在、それぞれ、6，518事業所、6，090事   
業所となっている。  

○介護保険の通所リハビリテーション請求事業所の約半数は介護老人保健施設であり、  
請求事業所の中の医療機関・診療所数は、医療保険の「脳血管疾患等リハビリテーショ  

＼どリテーション」の届出施設数よりも少ない。  ン」「運動器り／   

介護保険の通所リハビリテーション請求事業所と  

医療保険のリハビリテーション（脳血管等疾患・運動器）届出施設数  退所リハビリテーション請求事業所の推移  

事業所  
8，000  

5，000  

4，000  

3，000  

2，000  

1，000  

H13  H14  H15  日16  H17  H18  H19  通所リハ  脳血管等疾患  運動器  

園適所リハビリテーション事業所数  

□介護予防通所リハビリテーション  
［コロ医療機関 ⊂コ■診療所   置介護老人保健施設  

介護給付費実態調査（平成20年4月審査分）等から 2   （介護給付費実態調査から）  



平成18年に医療保険と介護保険のリハビリテーションの役割分担を行った。  
下記のような課題が残っている。  ただし、介護保険のリハビリテーションにつ小ては、  

H19年、H20年診療報酬改定  H18年診療報酬・介護報酬改定  H18年以前  

現行の介護保険制度では対応できない  

維持期リハビリテーション対象者への対応  

OH19年及びH20年に、介護保険のリ   

ハビリテーションが整備されるまで   

の間、医療保険で維持期のリハビリ   
テーションが行えるように報酬改定※  

【H20の改定内容】  

・算定上限日数を過ぎても月13単位ま   

では算定可能  
※心大血管と同様に、呼吸器についても、維持期は医  

○急性期・回復期のリハヒ■′テーシ］ンを担当   

【改定内容】  

・疾患別リハビリテーシ］ンの導入  

（心大血管疾患、脳血管疾患等、運動器、呼吸器）   
※心大血管疾患は、維持期も医療保険で対応  

・算定上限日数の導入  

療保険で対応することl  

Q維持期のリハビリテーションを担当  

※介護保険では、疾患別の概念を導入していない  

【改定内容】  

・短期集中リハビリテーシ］ンの導入  

・リハビリテーシ］ンマネゾメント加算の導入  

介護報酬改定なし  

残された課題  

・現在、医療保険において一部が代替されて  
いる維持期のリハビリテーシ］ンについて、介護保  
険における受け皿を整備する必要がある  

・特に、介護保険において、「個別リハビリテー  
ション提供に特化した短時間の制度」創設が  

重要課題。  

・急性期のリハビリテーシ］ン医療  

が不十分・  

一長期間、効果の明らかでな  

いリハビリテーシ］ンが実施  

・医療から介護への連続す  

るシステムがない 等  

介護保険（維持期）のリハビリテーション対象  

者であるが、「専門のリハビリテーションだけ  

を受けたい」「同じ施設でリハを受けたい」「介  

護リハの内容に不満」等の理由からリハビリ  

を行っていない者が存在  

＃医療保険疾患別リハビリテーション終了予定日前の1ケ月間は、同一日以外は併給可  

注）H19年診療報酬改定の内容は、参考資料（P17）参照 3   



現在の医療保険と介護保険のt」ハビリテーション（脳血管疾患の場合）  

身体機能  
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①リハビリの継  

続により状態  

の改善が期待  

できる場合  

l ※算定日数上限の適用除外となる  

場合、引き続き医療保険よ；り給付  医療保険のリハビリ  

②リハビリの継  

続により状態の  

改善が期待でき  

ない場合  

介護保険による  

維持期リハ  
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医療保険（急性期・回復期、維持期）及び介護保険（維持期）リハビリテーション（イメージ）  
【医療保険※1】 【介護保険（通所リハビリテーション）】  

（維持期）   （維持期）  

【医療保険※1】  

（急性期・回復期）  （維持期）  l  

l個別リハ実施時間  
I  

140分×2日／過×4週＝320分  

40分×2日／週×4週  20分×2日／週×4週  

＝320分  ＝160分  

個別リハ実施時間  

113単位／月×20分＝260分  

個別リハ実施時間  

60分×2日／週×4過＝480分  

1～3ケ月  3ケ月～  ～1ケ月   

短期集中リハ※2  

180単位／日   

脳血管リハ（Ⅱ）  

20分×3単位   
190点×3   
＝570点／日   

運動器リハ（Ⅰ）  

20分×3単位   
170点×3   
＝510点／日  

短期集中リハ※2  

130単位／日   短期集中リハ  

80単位／日  

脳血管リハ（Ⅱ）  

20分×1．5単位  
190点×1．5   
＝285点／日  

運動器リハ（Ⅰ）  

20分×1．5単位  
170点×1．5   
＝255点／日  

要介護1：  
～  

要介護5：  

3時間～4時間未満           386単位／日  
694単位／日   

要介護1：  
～  

要介護5：  
4時間～6時間未満           515単位／日  

955単位／日   

要介護1：  
～  

要介護5：  
6時間～8時間未満           688単位／日  

1303単位ノ日   

個別リハ＝t600単位／月   個別リハ：1200単位／月  

集団り／し旦堅迫  集団リハ：3，088  

二10124単位／月  ～10．424単位／月  

／ヽ：800  
個別リハ：3て50点／見  

～3230点／月  
集団リハ：3．088  

～10、424単位／月  
l  

※1二医療機関の外来でリハビ・）テーションを受けていると仮定  

※2＝週2日以上、1日40分以上の個別リハを行った場合に算定可。（3月以降は1日20分以上の個別リハを実施するが、実施頻度の規定はない）  
※3‥利用者毎にリハビリテーション実施計画を策定し、適宜、見直しを行いながらリハを行っている場合に提供日毎に算定  5   



0通所リハビリテーションでは、「お預かり」機能が不可分であるため、「6時間以上～8時   

間未満」を算定している割合が高い。  

O「医療機関・診療所」では、通常、医療保険でリハビリテーションに特化した短時間の外   
来が行われており、通所リハビリテーションにおいても、「2時間以上～3時間未満」「3時   

間以上～4時間未満」という比較的短い時間の算定割合が高い。  

○ 医療保険の外来でのリハビリテーションについては、医療機関に滞在している時間は60   
～89分が一番多く、その半分以上はリハビリテーション提供時間に当てられている。  

医療機関の外来リハビリテーションを受けている者が  通所リハビリテーションの1日当たりの提供時間の比較  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

0～59分   

23％  

診療所  

60へ・   90一〉  120・｝  150分  
滞在時間   

0～           59分   89分  119分  149分  以上   

平均リハビリ  

テーション実施  58分   76分   88分   

時間   

介護老人保健施設  

ロ2～3時間  □3～4時間  ロ4～6時間  固6～8時間  

■8～9時間  専9～10時間  

H19厚生労働省老人保健事業推進費等補助金  
「リハビリテーションの効果的な実施に関する検討事業」報告から  6   

（介護給付責実態調査から（平成19年12月審査分））  



○ 医療保険（回復期リハビリテーション病棟）における個別リハビリテーション提供時間に  

比べ、介護保険のリハビリテーション提供時間は、「集団リハビリテーション」「個別リハビリ  
テーション」の時間を合わせても提供時間が短い。  

利用者1人に対してリハ専門職が提供した［∃の1日の平均リハビリテーション時間   

20．3（39．8％）   
D    て∴章裡（串離）∴  ∴ヤ※∴  

訪問り／ヽ  

（∩＝21）  

通所リハ  

（∩＝20）  

老 優  

（∩＝20）  

回復期  
（∩＝40）  

」－rr」  

個別リハ  
個別リハ＋集団リハ  

7   H18厚生労働省老人保健事業推進費等補助金「リハビリテーションの効果的な実施に関する検討事業」報告から  



「短期集中リハビリテーション実施  ○個別リハビリテーションを行うことが前提となっている 〉l：‾′JJ▼  

加算」や「リハビリテーションマネジメント加算・」については、それぞれ、利用者の約5割、約  
8割が算定されている。  

○また、通所リハビリテーション事業所の経営実態調査においても、H17年に比べ、H20  
年では、PT／OT／STの常勤換算人数は増え、PT／OT／STの一人当たり利用者数が減って  
おり、個別リハビリテーションが拡充されつつあることがうかがえる？  

通所リハビリテーション利用者に対する  

豊里日出  
適所リハビリテーション事業所における職種別職員数（常勤換算）と  

職種別1人あたり述べ利用者数  

H17調査  H20調査   

延べ利用者数   594．2人  618．6人   

常勤換算職員数（常勤率）   10．4人  79．0％   12．8人  

看護・介護職員  
7．6人  79．5％   臥9人  

常勤換算数（常勤率）  

OT・PT・ST  

常勤換算数（常勤率）   

常勤換算職員  
56．9人  48．2人  0．85   

1人当たり延利用者数  

看護・介護職員（常勤換算）  
78．2人  69．5人  0．89   

1人当たり延利用者数  

OT，PT・ST（常勤換算）  

1人当たり延利用者数   
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（介護事業経営実態調査結果（H17及びH20）から）  

◆通所（リハマネ）   適所（短期集中）  

8   （介護給付費実態調査から）  



○ 通所リハビリテーションの経営状況について、規模別に比較すると、延べ利用者数の増   

加に伴い、収支差率もプラスになっている。  

○ なお、「751回～900回」と「900回～」とで収支差率が逆転している原因として、平成18年   

度に新たに新設された「大規模事業所に対する評価の見直し※」が考えられる。  

※前年度の1月当たりの平均利用延べ人数が900人超の場合、所定単位数の100分の90に相当する  

単位数を算定する。（ただし、3～4時間利用者は1／2、4～6時間利用者は3／4を乗じて計算する。）  

延べ   1′）   151～   301～   451～   601～   751～   

利用者数   150回   300回   450回   600回   750回   900回   
901回′）  

収支差   ▲10．7％  ▲20．8％   ▲6．0％   5．3％   6．9％   11．1％   9．4％   

（介護事業経営実態調査結果（H20）から）   
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Ⅱ これまでの指摘等の概要  

○第53回介護給付責分科会（平成20年9月18日）暮 ヒアリングにおける「日本リハビリ   

テーション病院・施設協会」からの意見   

・医療保険からのリハビリテーションの流れを円滑にし、利用者のニーズに応えるた  

めの、短時間、個別リハビリテーション中心の新たな通所リハ提供体制を整備。  

現在、介護老人保健施設で入所者に対して実施されている「認知症短期集中リハ  
ビリテーション」を通所リハビリテーションにも拡大。  

リハビリテーションマネジメント加算について、利用毎の算定方式では定期的な評  

価・計画を位置づけることができず、漫然と行われる原因になっていることから、一  

定期間における定期的な評価としてはどうか。  

医療保険から介護保険へのスムーズな移行を支援すべき。  

○ 平成20年2月13日 中央社会保険医療協議会答申書「平成20年度診療報酬改定及   

び当該診療報酬改定における個別の診療報酬点数の算定項目が分かる明細書の交   

付の一部義務化、処方せん様式の変更等について」における本協議会からの意見   

・医療保険と介護保険のサービスが切れ目なく提供されるよう、引き続き検討を行う  

こと  
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Ⅲ 適所リハビリテーションの報酬・基準に関する論点  

【基本的な考え方】  

○ 要介護者に対する通所リハビリテーションについては、医療保険と介護保険のリハビリ   

テーションの役割分担に則り、医療保険のリハビリテーションの受け皿としての機能を弓壷   

化し、円滑に移行できる体制を整備することが重要であることから、以下の基本的な考え   

方に沿っ て見直しを検討してはどうか。  

① 通所リハビリテーション提供事業所の拡大（特に、医療保険において脳血管等疾   

患・運動器疾患リハビリテーションを実施している医療施設の位置づけ）  

② 医療保険で行われている外来におけるリハビリテーションの受け皿の整備  

③ 個別リハビリテーションの推進  

④リハビリテーション実施に係る評価の頻度の見直し  

⑤ 大規模事業所に対する評価の見直し  
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Ⅲ 通所リハビリテーションの報酬†基準に関する論点  

【具体的な論点】  

（1）医療保険でリハビリテーションを行っている医療機関■診療所の利用者が、引き続き同   
施設で介護保険における通所リハビリテーションが実施できるよう、基準・要件等の整理   
を行ってはどうか。  

（2）医療機関の外来で行われるリハビリテーションのように、短時間、かつリハビリテーショ   

ンに特化した通所リハビリテーションを設定してはどうか。  

（3）医療保険における個別リハビリテーション提供時間との格差を埋めるため、特に、退院   

時など、医療保険から介護保険に移行してきた場合に、集中的かつ個別に実施されてい   

るリハビリテーションの仕組みを見直してはどうか。また、それ以降においても、個別リハ   

ビリテーションを推進してはどうか。  

（4）リハビリテーションの評価については、定期的な評価として位置づけるとともに、事務   

処理の簡素化の観点から、月に1回評価を行うこととしてはどうか。  

（5）大規模事業所に対する評価について、介護事業経営実態調査の結果を元に見直しを   

行ってはどうか。  
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参考資料  
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介護保険のリハビリテーション施設基準等  

診療所（利用者10人以下）   

設備  機能訓練室  3ポ×利用定員（老健の場合：食堂の面積を加えても可）   

医師   専任の常勤医：1名以上  

人   利用者10人に対し専従で1名以上  

配  PT   利用者20人に対し専従PT、OT、ST  利用者10人に対し専従PT、OT、ST、又はリハに1年   
置   0丁   ⇒常勤換算：0．2人以上  上従事した経験のある看護師  

ST  ⇒常勤換算：0．1人以上   

・通所リハビリテーション費（／日）  

3時間以上4時間未満   4時間以上6時間未満   6時間以上8時間未満  

経過型要介護   338単位  447単位  591単位  

要介護1   386単位  515単位  688単位  

要介護2   463単位  625単位  842単位  

要介護3   540単位  735単位  955単位  

要介護4   617単位  845単位  1，149単位  

報  要介護5   694単位  955単位  1，303単位  

酬  ※2時間以上3時間未満の場合：3時間以上‘l時間未満の報酬額の70／100  

※8時間以上9時間未満の場合：＋50単位、9時間以上10時間未満の場合：＋100単位  

期集中リハビリテーション実施加算  

退院（所）日又は認定日から起算   退院（所）日又は認定日から起算     退院（所）日又は認定日から起算  

して1ケ月以内  して1ケ月以上3ケ月以内  して3ケ月以上  

180単位／日  130単位／日  80単位／日  

・リ                                                                                                                                         ハビリテーションマネジメント加算  

0単位／日   
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医療保険のリハビリテーション施設基準等  

脳血管疾患等（Ⅰ）   脳血管疾患等（Ⅱ）   脳血管疾患等（Ⅲ）   運動器（Ⅰ）   運動器（Ⅱ）   

三∩． 白又   
機能  160ポ以上   

100n了以上   100汀f以上   100ポ以上   
45ポ以上   

備  訓練室  （診療所：45n了以上）  （診療所：45ポ以上）   （診療所：45ポ以上）   

医師  専任の常勤医：2名†  専任の常勤医：1名†  専任の常勤医：1名†  専任の常勤医：1名†  専任の常勤医ニ1名†  

人   
①専従常勤PT：5名†  ①専従常勤PT：1名†  ・専従常勤PT，OT，ST  ①専従常勤PT：2名†  ・専従常勤PT，OT，ST   

員  PT  ②専従常勤OT：3名†  ②専従常勤OT：1名†  のいずれかが1名†  ②専従常勤OT：2名†  のいずれかが1名†   

置   

配  OT  ①②の合計：2名†   

ST   専従常勤ST：1名†  専従常勤ST：1名†  

①～③の合計：10名†   

算定上限日数  180日  150日   

診療報酬点数  235点   190点   100点   170点   80点  

心大血管疾患（Ⅰ）   心大血管疾患（Ⅱ）   呼吸器（Ⅰ）   呼吸器（Ⅱ）   

設   機能  30ポ以上   30ポ以上   100rポ以上   
45ポ以上   

備  訓練室  （診療所は20ポ以上）  （診療所は20ポ以上）  （診療所は45ポ以上）   

循環器科又は心臓血  
管外科の医師が常勤  

医師    しており、心大血管疾  

人  
患リハの経験を右する  

：1名†   
⊂＝⊃ 貝        専任の常勤医   

配  ①専従常勤PT・Nsが2  心大血管疾患リハの経  専従の常勤PTl名を  専従の常勤PT又はOT  
置   PT  名†   験を有する専従常勤  含む常勤PT又はOT  が1名†  

OT  が合わせて2名†   

ST   Nsのいずれか一方が  

2名†   

算定上限日数  150日  90日   

診療報酬点数  200点   100点   170点   80点   
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8年介護報酬改定及びH18年診療報酬改定】  

平成18年度の「診療報酬改定」及び「介護報酬改定」において、  
・医療保険：急性期・回復期の状態に対応し、身体機能の早期改善を目指したリハビ  

リテーションの実施  

． 廟過艶醜＝  
立封取塞施  

との役割分担がされた。  

○医療保険のリハビリテーションについては、・「疾患別リハビリテーション（「心大血管疾  
患」「脳血管疾患等」「運動器」「呼吸器」）」の創設、「算定上限日数」が導入された0  

0介護保険のリハビリテーションについては一牒療保険（急性期・回復期）における「脳血  

管疾患等リハビリテーション」「運動器リハビリテーション」「呼吸器リハビリテーション」を  
実 

宣払  
－ション  

ハビリテ  －ション  ＼ヒリテ  －ション  

を創設した。  
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【平成19年及び平成20年診療報酬改定】  

○中央社会保険医療協議会「＝18年度診療報酬改定結果検証に係る調査「リハビリ   

テーション実施保険医療機関における患者状況調査」」の調査から、維持期（介護保   
険）のリハビリテーションが必要だが、「専門のリハビリテーションを受けたい」「同じ施   
設でリハを受けたい」「介護リハの内容に不満」等の理由から、リハビリテーションを受け   
ていない者が存在していることが判明。  

○そのため、H19年診療報酬改定で、医療保険でも維持期の廿ハビリテーションができ   
るように、新たに報酬（「リハビリテーション医学管理料（月包括算定）」）を設定。  

o H20年診療報酬改定においては、脳卒中等における発症後早期のリハビリテーション   
の充実を図る（「早期加算」）とともに、「り川ビリテーション医学管理料」を廃止し、新た   
に、算定上限日数を超えてリハを提供する場合について、1月あたりに実施できる単位                                                                                                                                           ＿ ■ t 十  l一 ■， ．＿ t l l L  

については、医療保険で対応することとした。  数を設定（月13単位まで）。また、「呼吸器」  

平成20年リハビリテーション料再改定後（イメージ）   

脳血管疾患等リハビリテーション（Ⅰ）の場合  

←一標準的算定日数後－＋＞   

待できると判断される場合》  

標準的算定日数内  
（脳血管疾患等リハビリテーションでは180日）   

算定開始後   

30日間  

疾患別リハビリテーション料  

（1日2時間まで）  

、熊の．  ・と  白A  

疾患別リハビリテーション料  

※1月260分（13単位）まで   

早期加算  

単位ごとに算定  

疾患別リハビリテーション料   

（1日2時間まで）  
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Ⅰ訪問リハビリテーションの現状と課題  

【訪問リハビリテーションの利用状況等】  

○ 訪問リハビリテーションは、「通院が困難な場合」、 「家の構造等にあったリハの提供」、  
「引きこもり要介護者の外出の契機」等に利用されている。  

○ 訪問リハビリテーション（予防も含む）のH19年度の年間累計受給者数は、約55．3万人   

となっており、増加傾向にある。  

千人  訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーションの年間累計受給者数の年次推移  

H13  H14  H15  日16  H17  H18  H19   

□訪問リハビリテーション雪介護予防訪問リハビリテーション  
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0〇    0⊃ （J A  

□介護予防訪問看護（PT，OT，STの訪問）  

□介護予防訪問リハ  

口訪問看護（PT，OT．STの訪問）  

口訪問リハビリテーション  
H18年老人保健事業推進費補助金等事業  

「地域におけるリハビリテーション提供事業所モデル事業」報告より 2   介護給付費実態調査から  



○ 訪問リハビリテーション（予防を含む）は、   
・指示を行う医師の診療日から1ケ月以内に行われた場合   

・介護老人保健施設においては、同施設の医師が入所者の退所時あるいはその直近  
に診療を行った日から1ケ月以内  

に算定できることとなっている。  
○そのため、請求事業所数は、医療機関の方が多い。  

請求事業所数  

施設数  
介護予防訪問リハビリテーション  施設数  訪問リハビリテーション  

H18  H19  
H15  H16  H17  H18  H19  

ロ病院又は診療所口介護老人保健施設  
□病院又は診療所□介護老人保健施設□（旧）施設区分なし  

介護給付貴実態調査（各年10月審査分）  3   



最多と最小の都道  要介護者1000人当たりの訪問リハビリテーション請求事業所数は、  ○  

府県で約5．4倍の差があり、訪問看護ステーションの場合と比べると、地域差が大きい0  
（訪問看護ステーションでは、約2・5倍）  

○また、訪問看護ステーションでは、各都道府県において、最低でも要介護者1000人当た  
り1事業所以上あるが、訪問リハビリテーション事業所が要介護者1000人当たり1事業所   
以上ある都道府県は、9県しかない。   

要介護者1000人当たりの   

訪問リハビリテーション請求事業所数   
都道府県数  

0．0以上 0．5未満   14   

0．5以上1．0未満   24   

1．0以上   9   

事業所数要介護者1000人当たりの請求事業所数の比較  

（参考）要介護者1000人当たりの   

訪問看護ステーション請求事業所数   
都道府県数  

1．0以上1．5未満   8   

1．5以上 2．0未満   22   

2．0以上 2．5未満   15   

2．5以上   2   

訪問リハビリテーション  訪問看護ステーション  

ロ最小■全国平均■最多  

4   介護給付費実態調査（平成20年4月審査分）  



O「リハビリテーションマネジメント加算」については、約9割の利用者において算定されて   
いる。  

○ 訪問リハビリテーションでは「短期集中リハピー」テーション実施加算」の算定件数が低い  

（訪問リハビリテーションでは、同加算の算定期間が3ケ月以内に限られているため。）  

訪問リハビリテーション利用者における  

短期集中リハビリテーション実施加算の算定割合の推移  

訪問リハビリテーション利用者における  

吏＼ヒリテーションマネジメントカロ算の算定割合の推移  
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＋訪問（リハマネ）  ＋訪問（短期集中）  

（介護給付費実態調査から方   



養成施設や入学定員が年々増えて  ○理学療法士・作業療法士■言語聴覚士については、  
∵■■▼▼■r▼▼■■▼▼‾  

○理学療法士については、医療機関で働く人数が一番多いが、介護保険関係の施設で働  、、 
くケースも増えている。  

理学療法士協会の会員の分布  

千人（％は、全会員中における介護保険関係施設にいる割合）  

理学療法士・作業療法士一言語聴覚士の  

養成施設と入学定員の推移 入学定員‥千人  

理学療法士  作業療法士  言語聴覚士  

入学   施設数   入学  
施設数  入学 定員  施設数  

定員  定員   

S60   43  980   28   585   ● ■ ■   ■ ■ ■   

H2   48   1115   33   700   ■ ■ ■   ■ ■ ■   

H7   69   2210   52   1540   t ■ ■   ■ ■ ■   

H12   118   4231   107   3593   32   1125   

H17   190   9048  162  6673   52   2065   

厚生労働省医政局医事課調べ  

H11H12H13H14H15H16H17H18H19H20  

ロ医療機関（病院・診療所）t介護保険関係施設  

■身体障害者施設  園児童福祉施設  

口数育・研究期間  ■行政施設  

ロその他／不明  

（平成20年は、10月1日現在、それ以外の年度は3月末日現在）（社団法人日本理学療法士協会調べ）6   



介護報酬改定及び平成20年診療報酬改定】  【平成18年診療報酬・  

医療保険   介護保険  

在宅患者訪問  訪問i」ハビリテーション   
訪問看護ステーションからの  

リハビリテーション指導管理料  理学療法士等の訪問   

【基本単位】   【基本単位】   【基本単位】  

H18以前  
530点／日   550単位／日   830単位／日   

【基本単位】   

【基本単位】  

【基本単位】  30分未満 ：425単位／回  
300点／20分   500単位／日 

30～1時間未満：830単位／回  

・短期集中リハビリテーション  

実施加算の導入  

退院・退所時又は新たに要介護  

H18改定  認定を受けた日から1ケ月以内  

一→330、立  

同1ケ月超3ケ月以内  

→200、、立  

・リハビリテーションマネジメン  

ト加算の導入  

→20単位／日   

居住系入居者に対する報酬を  
創設  

H20改定  
→255点／20分  

7   



Ⅱ これまでの指摘等の概要  

○第53回介護給付費分科会（平成20年9月18日）■ ヒアリングにおける「日本リハビリ   

テーション病院・施設協会」からの意見   

・訪問リハビリテーションについては、特に、退院（退所）直後もしくは生活機能低下  

時の集中的な訪問は効果が高いことから、病院■診療所・老健一訪問看護ステー  

ションなど提供拠点を拡充し、サービス供給量の充実を図る必要がある。  

医療保険と介護保険における訪問リハビリテーション及び訪問看護ステーションか  

らの理学療法士等の訪問の間で、評価方法に係る整合性をとる必要がある。   



Ⅲ 訪問リハビリテーションの報酬・基準に関する論点  

【基本的な考え方】  

○ 要介護者に対するリハビリテーションの報酬・基準については、医療と介護の機能分化・   

連携を強化するとともに、利用者のニーズにあった訪問リハビリテーション提供体制を整   

備するという観点から、以下の基本的な考え方に沿って見直しを行うこととしてはどうか。   

① 退院（所）後早期に、家の構造等を考慮したリハビリテーションを集中的に提供する  

など、通所リハビリテーションでは対応しにくいサービス提供の充実一強化   

② 訪問リハビリテーション提供事業所の拡充   

③ 評価方法に係る医療保険等との整合性  

9   



Ⅲ 訪問リハビリテーションの報酬・基準に関する論点  

【具体的な論点】  

（1）退院・退所直後等、早く日常生活等に慣れるため、家庭環境を考慮したリハビリテー   

ションの提供など、早期■集中的にリハビリテーションを提供した場合等の評価について、   

医療保険でのサービス提供量と格差が生じないように充実してはどうか。  

（2）通所リハビリテーション利用者が通所できなくなったために訪問リハビリテーションが必   

要になった場合について、スムーズに訪問リハビリテーションを提供できる仕組みを構築   

してはどうか。  

（3）現在、訪問リハビリテーションについては、整備状況に地域格差が大きいことや、規模   

を縮小したが業務を移管していないところもあり、実際に訪問リハビリテーションが必要に   

もかかわらず提供されないケースも考えられることから、訪問看護ステーションからの理   

学療法士等の訪問を制限について再検討する必要があるのではないか。また、専ら訪問   

看護ステーションからの理学療法士等の訪問を行っている事業所については、事業所の   

管理者要件等について検討してはどうか。  

（4）医療保険や訪問看護と同様に、1日単位ではなく、提供時間に合わせた評価方法を導   

入してはどうか。  
10   



参考資料  

11   



（参考）訪問リハビリテーションの流れ  

※青線は医療俸険、緑線は介護保険で対応  
12   



（参考）訪問リハビリテーションと訪問看護ステーションからの理学療法士等の訪問  

介護保険  医療保険  

訪問リハビリテーション   
訪問看護による理学療法士等の訪問   在宅患者訪問リハビリテーシ］ン  

（訪問看護ステーションの場合）   指導管理料   

対象   要介護認定者   要介護認定者   要介護認定者以外   

・理学療法士、作業療法士又は言  ・管理者……常勤の看護師   ・なし  

語聴覚士   ・保健師、看護師又は准看護師  
……適当数   

人員  
……2．5人以上（常勤換算）  

・理学療法士、作業療法士又は言語  

聴覚士  
……適当数   

・事業の運営に必要な広さの区画  ・必要な広さを有する専用の事務室   ・なし  

設備  ・訪問リハビリテーションの提供に   ・訪問看護の提供に必要な設備及び  

必要な設備及び備品等   備品等   

主体   病院、診療所、介護老人保健施設  法人   病院、診療所   

【基本単位】   （理学療法士、作業療法士又は言語  【基本単位（1単位：20分）】  

1日（20分以上）：500単位／日   聴覚士の訪問の場合）   ・在宅で療養を行っている患者  

【加算等】   【基本単位】   300点  
・リハビリテーシ］ンマネゾメント加算   30分未満  425単位   1居宅系施設入居者等である患  

報酬  20単位／日   30分以上1時間未満 830単位   者の場合   

（リハビリ関係）   ・短期集中リハビリテーシ］ン実施加算  255点  
退院（所）後又は認定日より  

1月以内  330単位／日  ＊患者一人週6単位吉で  

1月超3月以内 200単位／日  ただし、退院日から3ケ月以内  

は週12単位まで   

請求事業所数  医療機関：2，369施設  8，041施設※1  

（H20，4審査分）  介護老人保健施設：269施設  

実施件数   
平成20年4月審査分   平成20年4月審査分   平成19年6月審査分  

209．1千回   161．6千回   15，174回（65歳以上）   

※1：訪問看護の請求事業所数13   



訪問看護について  

Ⅰ訪問看護の現状と課題  

【訪問看護サービスの利用状況】  

○ 訪問看護（予防含む）の利用者数は約25万人（平成20年4月審査分）であり、近年、横   
ばいである。利用者の約6割は、要介護3以上の中重度者である。  

○ 訪問看護（予防含む）の費用額（平成19年度）は約1，266億円であり、全体の2．0％。  

（単イ立 千人）  言方問看言隻受給者数年次推手多（介言隻予防含む）  
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（出典）介護給付費実態調査（厚生労働省統計情報部）  

○ 訪問看護受給者数（千人）  

要支援・  
要支援1   要支援2   総数  

経過的  
要介護1   要介護2   要介護3   要介護4   要介護5   

要介護者数  要介護  

受給者数   252，8   6．2   15，6   0．1   31．3   47．0   47．1   46．6   58．8   

（％）   （100％）   （2．5％）   （6．2％）   （0．0％）   （12．4％）   （18．6％）   （18．6％）   （18．4％）   （23．3％）   

（出典）介護給付真実態調査（平成20年4月審査分）（厚生労働省統計情報部）   



【居宅療養者における要介護度別訪問看護受給者の割合】  

○居宅療養者における要介護度別訪問看護受給者の割合は、要介護度が高くなるに伴っ  

て高くなる。  

居宅療養者における要介護度別訪問看護受給者の割合  

要支援1  要支援2   経過的   要介護1  要介護2   要介護3   要介護4   要介護5  

要介護   

※ 居宅療養者とは、要介護認定者数より施設入所者数を引いた者  

※施設入所者とは、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護（短期以外）、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福  
祉施設サービス、介護福祉施設サービス、介護保健施設サービス、介護療養施設サービスのいずれかを受給している者  

出典：介護保険事業状況報告調査月報（平成20年2月分）介護給付費実態調査月報（平成20年2月審査分）2  

ヒ』   





開き  の訪問看護利用者数には4倍以上の   ○ 都道府県別に見た高齢者人口10万人当たり  

がある。  

訪問看護利用が高い都道府県では、  在宅で死亡する者の割合が高い傾向にある。  
高齢者人口10万人当たりの訪問看護の利用実人数一総死亡者数に対する自宅死亡の割合（都道府県別）  
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● 秋田県  

● 栃木県  

●   ●   

●  宮崎県  

富  

● 香川県  

15．0％  13．0％   9．0％  11．0％  

総死亡者数に対する自宅死亡割合   

出典‥介護サービス施設・事業所調査（平成17年），人口動態調査（平成17年）  

高齢者人口については総務省統計即平成17年国勢調査第1次基本集計」による。  



○ 訪問看護ステーションは、比較的小規模な事業所が多い。  
※1事業所当たり看護職員数：約4．2人（平成18年介護サービス施設・事業所調査）（厚生労働省統計情報部）  

○ 訪問看護においては、利用者宅への訪問時間以外の準備・移動・記録－ケアカンファレ   

ンス等に多くの時間を要している。  

口3′）5人夫満 □  

（参考）訪問1回にかかる訪問看護労働投入時間   

‾、  ∴三 － 
－ニ 

5   

（出典）第50回介護給付費分科会における全国訪問看護事業協会提出資料より  



○ 訪問看護における看護内容に占める裾癒ケアの割合は、要介護度が高くなるに伴って高くなる傾   

向にある。  
○ 訪問看護を利用している裾癒患者のうち、42．5％はstageⅢ及びstageⅣの重度の裾療患者であ   

る。  
○ 医療保険では、重度の裾癒のある者等に、特別訪問看護指示書を1月につき2回まで交付できるよ   

うに算定回数を拡大した。（平成20年診療報酬改定）  

訪問看護における看護内容に占める裾癒ケアの割合（％）  （N＝19，983）  
［コ手厚療ケア  

要支援1  

要支援2   

経過的要介護  

要介言葉1  

要介護2  

要介言蔓3  

要介言葉4  

要介言隻5   21．2  

60％  70％  80％  90％  100％  
出典：厚生労働省 介護サービス施設・事業所調査（平成18年）  

（N＝4，123）  

0％  10％  20％  30％  40％  50％  

訪問看護を利用している裾療患者の裾癒深達度（NPUAP分類）  

出典：日本祷療学会 在宅医療委員会「訪問看護ステーションにおける裾癌患者の実態」   



○裾癒ケアの処置時間は、特別管理加算の対象疾患に対するケア提供時間よりも長い。  
○ また、裾療ケアには専門的な知識、技術が必要とされる。  

在宅酸素療法指導管獣n＝35）  
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在宅気管切開患者指導管理（n＝10）  

気管カニューレ使用（n＝17）  

在宅成分栄養経菅栄養法指導管理（n＝81）  

留置カテーテル使用（n＝50）  

ドレーンチューブ使用（n＝4）  
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重度裾療（Ⅲ＋Ⅳ）（n＝9）  

100  150  200  250  300 分  

］状態観察・測定］処置［清潔整容副本位］処置を伴わない本人とのコミュニケシ］ンロその他  

出典‥国民健康保険中央会「訪問看護ステーションに係るコスト調査研究報告書」平成17年3月  7   



○ 訪問看護ステーションで「特別管理加算（介護保険）」又は「重症者管理加算（医療保   

険）」を算定する利用者のうち、裾癒の処置が必要な者の割合は介護保険では16．8％。  

重症者管理加算の対象又は  
管理・援助の  特別管理加算の対象   特別訪問看護指示書を1月に  

内容   （介護保険）   つき2回算定できる者（医療保  

険）  

①   ○   ○  

②  ○   ○  

③  ○   ○  

④  ○   ○  

イ  

⑤（※1）  ○   ○  

⑥  ○  

⑦   ○   ○  

⑧   ○  ○   

⑨（※2）  ○  

⑬  ○  ○   

「特別管理加算（介護保険）」又は「重症者管理加算（医療保険）」を算定する  

利用者において医療処置にかかる管理・援助が必要な者の割合（％）  

①透析装置の管理  

②連続携行式腹膜透析の寒流液の交換  

③気管カニューレの交換・管理  

④経菅栄養法の実施  

⑤在宅中心静脈栄養法の実施  

⑥裾瘡の処置  

⑦膀胱留置ブ斤一テルの交換・管理  

⑧持続陽圧呼吸療法装置の管理  

⑨人工呼吸器の管理  

⑱酸素濃縮装置・酸素ボンベの管理  

＿‡こモも  
0．0  5，0   10．0  15．0  20．0  25．0  30，0  35・0 （※1）栄養素の成分の明らかなものを用いた場合のみ  

（※2）人工呼吸器を使用している状態の者は医療保険でサービスを提供  出典二国民健康保険中央会「訪問看護ステーションに係るコスト調査報告書」平成17年3月  

重症者管理加算（医療保険）（1月につき）  

（重症度の高いもの）500点  

（上記以外）  250点   

特別管理加算（介護保険）（1月につき）  

（重症度の高いもの）5，000円（500単位）  

（上記以外）  2，500円（250単位）  



訪問看護におけるターミナルケアに係る加算  
H12年   H14年   H15年   H16年   H18年  H20年   

改定  ●  ●  ●  

占  1，200単位   1，200単位   1，200単位   1，200単位   1，200単位  1，200単位  

薮   1，200単位   1，200単位   1，200単位   1，200単位   1，200単位  1，200単位  
介  
護  

保  
①在宅で死亡した利用者（＊）   ○   ○   ○   ○   ○  ○  

険  ②死亡前24時間以内にターミナルケ  

要 件                    アを実施   
○   ○   ○   ○   ○  ○  

死亡月の前月以前の月に当該利用  
○   ○   ○   ○  

者に対する訪問看護を実施  

改定  ●   ●  ●   ●  ●  

在宅療養支援  

診療所と連携  

占  した場合   

薮  
訪問看護ステーション   12，000円   12，000円   12，000円   12，000円   15，000円   12，000円  20，000円  

医療機関   1，200点   1，200点   1，200点   1，200点   1，500点   1，200点   2，000点  

医  ①在宅で死亡した患者   ○   ○   ○   ○   ○  ○  

療  
保  ②死亡前24時間以内にターミナルケ  

○   ○   ○   ○   ○  
険  アを実施  

1ケ月以上訪問看護を実施   ○   ○   ○   ○  
要  
件                                                      死亡日前14日以内に2回以上訪問看  

護を実施  
○  ○  

訪問看護におけるターミナルケアに  

係る支援体制について利用者及びそ  

の家族等に対して説明した上でター  
○   

ミナルケア実施  

（＊）介護保険では、訪問看護においてターミナルケアを実施中に、死亡診断を目的として医療機関へ搬送し、24時間以内に死亡が確認される場合等については、  

ターミナルケア加算を算定することができる（平成18年～）。   



介護報酬関係以外の訪問看護の充実に向けた取組（案）  

①21年度予算要求  
訪問看護ステーションの業務を効率化する広域対応訪問看護ネットワークセンターの  

設置を支援する。   
・請求業務等支援事業   

・コールセンター支援事業  

・医療材料等供給支援事業  

②サテライト事業所制度の周知徹底  

都道府県に対してサテライト制度の趣旨について周知を徹底することにより、訪問看護   
サービスの事務管理コストの軽減を図る。  
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訪問看護支援事業（案）  

広域対応訪問看護ネットワークセンター事業  

医療材料等供給支援  

事業  

・医療材料等の供給が効率的に行  

われるようなシステムの整備  

コールセンター支援事業  

牒」用者・家族からの相談受付、  

内容により適宜訪問看護ステー  

ションへ連絡  

・利用希望者、医療機関等からの  
サービス利用の相談対応や訪問  

看護ステーションの情報の発信  

請求業務等支援事業  

・訪問看護ステーションより送付  

された記録等を基にレセプト作  

成、利用者へ料金請求等  

・看護記録を基にデータ処理を行  

い実績等を資料化し訪問看護ス  

テーションへ提供  

在宅療養の拡充   



○ サテライト有りの事業所の割合は微増。  
○高齢者人口10万人あたりの訪問看護利用者数と訪問看護ステーション数に対するサテライト箇所数の割合は都道   

府県で開きがある。  

平成11年  平成12年  平成13年  平成14年  平成15年  平成16年  平成17年  平成18年   

訪問看護ステーション数   3，570   4，730   4，825   4，991   5，091   5，224   5，309   5，470   

サテライト有り事業所（延べ）   55（76）   172（239）   159（212）   189（249）   203（249）   208（275）   201（253）   289（353）  

（出典：平成11年は訪問看護統計調査、平成12年からは介護サービス施設・事業所調査、訪問看護事業所数は介護給付真実態調査）   

高齢者人口10万人あたりの訪問看護利用者数と訪問看護ステーション数に  

対するサテライト箇所数の割合（都道府県別）   
サテライトの設置の経緯  

人  

平成8年（制度創設）  

訪問看護事業の効率化及び充実を図ることを目的  

に過疎地域等に限定   

平成10年（要件の緩和）  

訪問看護事業の効率化及び充実を図ることを目的  

に、過疎地域に醐  

交通が不便であることそ㈱副割こより  
効率的な訪問看護重美を行うことが困難Iこある  

地域において、訪問看護事業の効率化及び充実  
を図る   

平成12年  

地域の限定を解除  

0．0％  5．0％  10．0％  15．0％  20．0％  25．0％  30．0％  

出典：介護サービス施設・事業所調査（平成18年）、平成18年10月1日現在推計人口（総務省調べ）  
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Ⅱ これまでの指摘等の概要  

【平成19年12月10日 社会保障審議会介護給付費分科会ワーキングチーム報告】  

3 今後の検討課題について   

（2）訪問・通所系の事業について  

② サービス提供について  

○ 訪問介護といった福祉系サービスと訪問看護といった医療系サービスについて  

は、利用者のサービスニーズを踏まえた適切なサービスの役割分担と事業運営  

モデルの検討が必要ではないか。その際、利用者及びケアマネジャーに対する  

サービスの周知徹底についても考慮される必要があるのではないか。  

13   



Ⅲ 訪問看護の報酬・基準に関する論点  

【基本的な考え方】  

○ 要介護者に対する訪問看護の報酬・基準については、必要な方に着実にサービス   
が提供されるという観点及び医療と介護の機能分化・連携を強化する観点から、以下   
の基本的な考え方に沿って見直しを行うこととしてはどうか。  

① 患者の状態に応じた訪問看護の充実  

② ターミナルケアの充実  

【具体的な論点】  

○ 特別管理加算については、介護保険の訪問看護サービスにおける医療的な処置の実   

施状況を踏まえ、その対象を拡大してはどうか。  

○ ターミナルケアの充実を図るため、ターミナルケア加算の要件や点数を見直してはどう   

か。  
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参考資料  

○訪問看護の仕組みについて  

○介護保険・医療保険の訪問看護の報酬体系について  

○諸外国の看取りのデータ  

○国民の在宅療養に関するニーズ  

O「訪問看護ステーションの従たる事業所（サテライト）」制度の経緯  

○平成18年介護報酬改定■平成20年診療報酬改定の概要   



訪問看護の仕組みについて  

○ 原則として、要介護（要支援）認定者に提供された訪問看護は介護保険から、それ以外   

の者に提供された訪問看護は医療保険から給付される。  

○ サービス提供者は訪問看護ステーション及び医療機関（病院・診療所）。   

要介護者・  

要支援者以外   

訪問看護利用者  

7万人  

要介護■要支援者   

訪問看護利用者 24万人  

；利用者  
■＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿l  

介護保険より給付  訪
 
問
 
看
 
護
 
 

、、＼医療保険より給付  
・ケアプランに基づくサービス  

の提供  

・要介護・要支援者であって  

も末期悪性腫癌、神経難病、  
急性増悪患者等は医療保険  

より給付  

問
 
看
 
護
 
 
 

：サービス  

：の提供 …  
■＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●l  

‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 

；サービス  

：提供者：  
■＿＿＿＿＿．＿＿＿＿．＿＿＿＿＿．＿．＿l   

（※1）訪問看護指示料 300点（医療保険）を算定  

（※2）他医療機関への指示の場合 診療情報提供料 250点（医療保険）を算定  

弛  



介護保険Ⅰ医療保険の訪問看護の報酬体系について①（本体部分）  

医療保険（平成20年改定後）  
＜訪問看護ステーション＞  ＜医療機関＞   

介護保険   

※表中の「精神障害者社会復帰施設等」  

は、平成18年10月以降、障害者自立支援   
法附則第8条に基づく施設〔生活介護、自   
立訓練（機能訓練、生活訓練）、就労移行   
支援、就労継続支援、福祉ホームをさす。   

入院中3回（6ケ月超入院は6回）まで380点  
看護師、精神保健福祉士に 

（介護予防）訪問看護費  
＜訪問看護ステーション＞  ＜医療機関  

20分未満※  

保健師、看護師  285単位  
准看護師による場合（90／100）  

※日中等の訪問における十分な観察  
必要な助言、指導を前提に夜間、早朝  
深夜に実施。  

230単位  
（90／100）  

30分未満  

保健師、看護師 425単位  
准看護師による場合（90／100）  
PT・OT・ST※   425単位  

※看護業務の一環として行う診療の  

補助。  

343単位  
（90／100）  

30分以上60分未満  
保健師、看護師 830単位  
准看護師による場合（90／100）  

PT・OT・ST※  830単位  

※看護業務の一環として行う診療の  

補助。  

550単位  
（90／100）  

60分以上90分未満  
保健師、看護師 1，198単位   

准看護師による場合（90／100）  

845単位  
（90／100）  

○次の場合は算定しないこと。  

※特別指示の日から14日間。  

※短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施  
設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護、地域  
密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護  

老人福祉施設入所者生活介護を受けている間。  



介護保険・医療保険の訪問看護の報酬体系について②（加算部分）  

医療保険（平成20年改定後）  
＜訪問看護ステーション＞  ＜医療機関＞  

介護保険  
＜訪問看護ステーション＞  ＜医療機関＞  

訪問看護真の   護真の   

早朝・夜間加算   （25／100）   

深夜加算   （50／100）   

訪問看護費の   護費の   

特別地域看護加算   （15／100）   

※限度額に含めない   

特別地域訪問看護加算   
（基本療養真の50／100）  

難病等複数回訪問看護加算   難病等複数回訪問看護加算   
1日に2回の場合 4，500円   1日に2回の場合  450点   

1日に3回の場合 8．000円   1日に3回の場合  800点   

長時間訪問看護加算   長時間訪問看護一指導加算   

週1日  5，200円   週1日  520点   

在宅患者連携指導加算   在宅患者連携指導加算   
月1回  3．000円   月1回  300点   

在宅患者緊急時等カンファレンス加算  在宅患者緊急時等カンファレンス加算   
月2回  2，000円   月2回  200点   

後期高齢者終末期相談支援療養責  後期高齢者終末期相談支援加算   
1回に限り  2，000円   1回に限リ  200点   

退院時共同指導加算（退院又は退所につ  退院時共同指導料1   
き1回に限り又は2回）6，000円   （入院中1回又は2回）600点   

退院支援指導加算  6，000円  

訪問看護情報提供療養費  
1月につき  1，500円   

24時間対応体制加算  
1月につき  5，400円   

24時間連絡体制加算  
1月につき  2，500円   

緊急訪問看護加算1日につき   緊急訪問看護加算1日につき   
（在療診の主治医） 2，650円   （在療診の主治医）   265点   

訪問看護ターミナルケア療養貴  在宅ターミナルケア加算 2，000点   

20．000円  

重症者管理加算（1月につき）   在宅移行管理加算（退院後ひと月1回）   
（重症度等の高いもの）5，000円   （重症度等の高いもの） 500点   

（上記以外）  2，500円   （上記以外）  250点  

緊急時（介護予防）訪  

加算（1月につき）54   
290単位   

※利用者又は家族等から電  

看護に関する意見を求めら  

常時対応できる体制にある  

ターミナルケア加算   
※限度額に含めない1，2   200単位  

特別管理加算（1月につ   

250単位  250単位  



諸外国の看取りのデータ  

スウェーデン   オランダ   フランス   日本  

・i妻≡ミニニこ…軍琴≡≠さ戸，・  

瀞濁妬   
●   

①面積   449′964knて   41′865kポ   547′030kポ   378′835kポ   

②総人口   903万人（2005）   1′632万人（2005）   6′087万人（2005）   12′776万人（2005）   

③高齢化率   17．3％（2005）   13．8（2003）   16．4％（2005）   20．0％（2005）   

④80歳以上人口の割合   5．3％（2004）   3．4％（2003）   4．4％（2004）   4．4％（2003）   

⑤平均寿命   男性78．4歳（2005）   男性77．2歳（2005）   男性76．7歳（2005）  男性7臥6歳（2005）  

女性82．8歳（2005）   女性81．6歳（2005）   女性83．8歳（2005）  女性85．5歳（2005）   

⑥子との同居率   5％   8％   17％   50％   

⑦高齢者単独世帯率   41％   32．5％   32％   15％   

⑧人口千対就業看護師数   10．6人（‘04）   14．2人（■05）   7．7人（‘05）   9．0人（‘04）   

（再）訪問看護師、地域看護師   （4．2人）   （2．7人）   （1．2人）   （0．4人）   

⑨在宅死亡率※   51．0％   31．0％   24．2％   13．4％   

地域看護師に簡単な医  一般医の往診、高度な技術  開業看護師は医師の処方箋  介護保険、医療保険  

療と治療を行う権限を  をもつ地域看護師が在宅医  の下で在宅患者の点滴など  サービスが利用可能。  

⑩在宅での医療、看護、介護                    与え、地区内での簡単  療・看護を提供する医療  の管理を行うことができる。  看護サービスは診療の   

サービス   な治療を提供。   チームを設けている地域も  

あるが、サービス量は全体  

的に不足しがち。   

特別住宅と同様に死亡  一般医や地域看護師による  死亡前を特別視せず必要な  主治医の往診や看護師  

期直前のケアが受けら  医療・看護サービス、死亡  ケアを提供する。ただし1  こよる在宅医療・看護  

⑪死亡前に自宅で受けら  れる。   直前の緊急性の高い短期間  日2時間以上の継続的なケ  サービスにより対応   

れるケア  に限り、夜間・看護師が泊  

まり込むサービ  宅ケアは困難。   

スもある。   

出典ニ①World fact book2008、②～⑤OECD Health Data2007、  

⑥⑦⑨～⑪医療経済研究機構「要介護高齢者の終末期における医療に関する研究報告」（2002）を参考に厚生労働省にて作成。   



国民の在宅療養に関する二一ズ①  

○療養生活を最後どこで送りたいかという質問に対し、自宅療養を希望する者は、58．8％、うち、最期   

まで自宅療養を希望とする者は10．5％である。  

○なお、「自宅で療養したい理由（複数回答）」については、平成1年年厚生労働省「終末期医療に関す   

る調査等検討会報告書」によると、「住み慣れた場所で最期を迎えたい」という理由が62．4％である。  

問 あなた（国民）自身が痛みを伴い、しかも治る見込みがなく死期が迫っている（6ケ月程度或いはそれより短い期間を   
想定）場合、療養生活は最後までどこで送りたいか  

■なるべく早く芋まで通った（又は現在入   
院中の）医療機関に入院したい   

ロなるハこく早＜緩和ケア病棟（終末某月にお   
ける症状を和らげることを目白勺とした病   
棟）に入院したい  

ロ自宅で療養して必要になればそれまでの   
医療機関に入院したい   

ロ自宅で療養して必要になれば緩和ケア病   
棟に入院したい   

口自宅で最後まで療毒したい  

ロ専門的医療機関（がんセンターなど）で   
積極的に治療を受けたい   

i老人ホームに入所したい  

■その他  

口分からない  

書無回答  

80％  100％  ○％  20％  

平成16年厚生矧動省「終末期医療に関する調査等検討会報告書」   



国民の在宅療養に関するニーズ②  

○国民は、最期までの自宅療養が実現困難であると考える具体的な理由として「24時間相談にのつ   
てくれるところがない」、「症状が急変したときの対応に不安である」等の将来の不安に加え、「介   
護してくれる家族に負担がかかる」など療養生活を送る上で直面すると考えられる不安があげら   

れており、こうした傾向は居宅療養者にも見られると考えられる。（図1）  
○また、要介護者等と同居している主な介護者の悩みやストレスの状況では、「家族の病気や介   

護」が多い。（図2）  

○こうしたことから、要介護者および家族は、医療、介護、生活療養上の様々な不安を持っているこ   
とが推測される。  

最期までの自宅療養が実現困難であると  

国民が考える具体的な理由（図1）  
要介護者と同居している主な介護者の悩みやストレス（図2）  
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（出典）厚生労働省「終末期医療に関する調査等検討会報告書」（平成16年7月）  （出典）厚生労働省「平成19年 国民生活基礎調査」  



平成18年介護報酬改定・平成20年診療報酬改定の概要  

【平成18年介護報酬改定】  

0 24時間対応体制の強化、在宅ターミナルケアへの対応などの観点から、短時間訪問の  
評価や緊急時訪問看護加算、ターミナルケア加算の見直し等を行った。  

（主な見直し概要）  

①基本単位について、早朝・夜間、深夜における短時間訪問（20分未満）の評価を創設  
②ターミナルケア加算について、算定要件（※）を見直すとともに、在宅以外で24時間以内に死亡した   

場合も算定の対象とする。   

※ 算定要件（以下の要件を全て満たすことが必要）  

（D 死亡前24時間以内のターミナルケアを実施していること  

②24時間連絡体制が確保された事業所であること  

③ターミナルケアの提供について訪問看護記録書に記録されていること  

上記を全て満たし、在宅以外で24時間以内に死亡した利用者についても算定できる。  

→   



【平成20年診療報酬改定の概要－2】  

② 訪問看護におけるターミナルケアに係る評価の見直し   

○ 訪問看護のターミナルケアの評価について算定要件を見直し、点数を引上げ。  
【算定要件等の見直しの概要】  

■「死亡前24時間以内のターミナルケアを実施」かつ「死亡日前14日以内に2回以上ターミナルケアを実施」  

を「死亡日前14日以内に2回以上ターミナルケアを実施」に変更  

・「訪問看護におけるターミナルケアに係る支援体制について利用者及びその家族等に対して説明をした上  

でターミナルケアを行った場合」の要件を追加  

・点数を2，000点に引上げ。（改定前は1，500点又は1，200点）  

では、在宅で死亡した利用者に、一定の事業者が、死亡前24時間以内に  →   

ターミナルケアを行った場合に、ターミナルケア加算（※1）を算定。  

平成19年1～3月にターミナルケア加算が算定できなかった事業所の割合は16．8％。  

うち87％の事業所が、24時間以内の訪問ができなかったため算定できていない（※2）。   

【※1現行の介護保険の訪問看護のターミナルケア加算の算定要件】  

① 死亡前24時間以内のターミナルケアを実施していること。  

② 24時間連絡体制が確保された事業所であること。  
③ ターミナルケアの提供について訪問看護記録書に記録されていること。  
上記を全て満たし、在宅以外で24時間以内に死亡した利用者についても算定可。  

※2（出典）訪問看護ステーションにおける在宅療養支援診療所との連携に関する研究（平成19年3月  

日本看護協会）   
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事業所評価加算について  

Ⅰ事業所評価加算の現状と課題  

○事業所評価加算は、平成18年介護報酬改定において、目標の達成度に応じた介護報酬の設定の   
観点から試行的取組として設定されたもの。  

○加算の対象となるのは、運動器機能向上加算、栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定して   
いる、介護予防通所介護及び介護予防通所リハビリテーションの事業所であり、利用者の要支援   
状態の維持・改善の割合が一定以上となった場合に加算される。  

○介護予防通所介護、介護予防通所リハビリテーションの算定件数に対する本加算の算定割合は   
それぞれ1．2％、2．5％である（平成20年4月）。  

○事業所評価加算100単位／月  
○要件  

1．定員利用・人員基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出て運動機能向上サービス、   
栄養改善サービス又は口腔機能向上サービスを行っていること  

2．利用実人員数が10名以上であること  

3．以下の数式を満たすこと  
＿＿＿＿＿＿．＿＿＿■＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿－■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一・－－－－－－－－－－■■■■●■■■－■‾‾‾‘‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■■‾‾‾‾‾「  

l  

l  

要支援度の維持者数 ＋（1ランク改善者数）×5 ＋（2ランク改善者数）×10  

評価対象期間内（前年の1～12月）に運動機能向上、栄養改善又は口腔機能向上  

サービスを3か月以上利用し、その後に更新・変更認定を受けた者の数  
■●■t●■■■●■－－一一 －－－－一一■一一一－－－－■－－－－－－－－－－－－－ －■－－－－－－－－－－－－－－－－ －－－－－－ －－－－－－－－－ －－■■■●■■■ ■■■■－－■一■■■■■●■■■■●  

○算定実績（介護給付費実態調査（平成20年4月審査分））  

事   

3．5   1．2％   

2．8   2．5％  

①算定件数（千回）  ②   

介護予防通所介護   294．9  

介護予防通所リハビリテーション   110．3  



事業所評価加算に関する実態調査①  

1．方法  

1）対象‥平成20年8月1日現在、事業所評価加算（以下、本加算）の届出を行い、本加算の算定が可能な事業所  
2）データ収集方法：47都道府県の介護保険担当課を経由して調査依頼、メール・FAX・郵送にて回収   

2．結果  

1）47都道府県より回答あり（回収率100％）。加算算定可能な事業所は全事業所のうち0．8％であった。  

①本加算算定可能な事業所  ②全事業所数   事業所の割合  

（①÷②）   

介護予防通所介護   48事業所   6，609事業所   0．7％   

介護予防通所リハビリテーション   36事業所   3，350事業所   1．1％   

合 計   
84事業所   9，959事業所   0．8％   

2）本加算算定可能な84事業所のうち本加算を算定している事業所は66事業所（79％）、算定していない   
事業所は18事業所（21％）であった。  

算定可能   算  定  

事業所数   事業所数   

営利法人   ● 21   15（71％）   

NPO   1（100％）   

その他   6   4（67％）   

合 計   84   66（79％）  

算定可能  算  定  

事業所数  事業所数   

公営   2   2（100％）   

社会福祉法人（社福以外）   21   16（76％）   

社会福祉協議会   5   3（60％）   

医療法人   28   25（89％）  



事業所評価加算に関する実態調査② 結果  

効果の高いサービスを提供する  

事業所を評価することについて  

利用者の声  

・利用者の声として、質の高  
いサービスに満足又は加算  
への理解がなされていると  

の回答が最も多く（15事業  

所）、次いで自己負担が不満  

との回答が多かった（12事  

業所）。  

一効果の高いサービスを提供  

する事業所を評価することに  

ついては、約6割の事業所が  

適呈と考えている。  0  5  ‖）  t5  20  25  

事業所数（事業所数：66事業所、自由記載）  

効果の高いサービスを提供する  

事業所を評価することについて  

t不適当  

加算を算定しない理由  

・加算を算定しない理由とし  

ては、利用者の負担増を挙  

げた事業所が最も多かった  

（4事業所）   

・効果の高いサービスを提供  

する事業所を評価することに  
ついては、約7割の事業所が  

適呈と考えている。  

■どちらで  

0  2  4  6  

事業所数（事業所数：1B事業所、自由記載）  

－－■■■－●■－■■■■＋一■ ■－－－－－一一－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－－一一－－－－一一－－－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■－▼－t t■■－▼■■■■－－－  

3   



事業所評価加算に関する実態調査③ 結果  

本加算は提供するサービスの質向上への  

インセンティブになると考えるか  

（回答全事業所：84事業所）  【インセンティブにならない主な理由】  

（自由記載）  

・要支援度のみを指標とするのは不適切  

・要件が厳しすぎる  

・評価加算の点数が低すぎる  

一加算のためにやっているのではない  

・利用者から自己負担を徴収してまでや  

るべきでない  等  

ロインセン   

ティブに   

ならない  

45％  

①本加算をサービスの質向  

上へのインセンティブとする  

には、要件の見直し及び点  
数の引き上げなどが必要と  

の意見。  

ー■，－－－一－－－一一－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－－一一－－－－－－－一－－－－－－－－－■－－－－1■一■ ■一■■－■一－▼■－■－■－▼  

算定事業所が少ない理由  

一部の事業者のインセンティ  

ブにつながると思われるが、  

他方、算定事業所が少ない  

理由として、「自己負担の増  

加」を挙げている施設が多  

かった。  

【施設要件についての主な意見】  

（自由記載）  

・「維持者数」を評価して欲しい  

・人員体制、プログラム内容の評価を  

・要介護者も評価の対象とすべき  

等  

0  20  40  60  80   

事業所数（事業所数：84事業所、複数回答）  

－● ■ ■一■■ － 一 － － － －－－ －－－ － － －－ － － － － － － －－ －－ － － －－ －－ －－－－ － － －一 － －－ 一 一 一 一－ － 一－ － － － －－ －－ －、－ － －一 一■ － ■ － － －● ■－ ■ － － － ■ ■－－   

（参考）  

・加算の点数（100点／月＝自己負担100円／月）は、介護予防通所介護・介護予防通所リハビリテーションのサービス貴   
（2，226～4，880点／月）と比較すると、2～5％程度  

・介護予防通所介護費（1月あたり）  要支援12，226単位 要支援24，353単位   
一介護予防通所リハビリテーシ］ン（1月あたり） 要支援12，496単位 要支援24，880単位  4   



○要介護認定において、前回の判定が要支援1又は2であった者のうち、要支援状態を維持して   
いる者は約6割であり、改善したのは約1割。  

○また、前回の判定が要支援2であった者のうち、2ランク改善者（非該当となった者）は0．3％  

判定（平成20年7月申請分）  

総数  

改善  維持  重度化   

要支援1   44807  100．0％   98：～  2．2％  

前回の判定  50436  100．0％ ‖  708：Z  14．0％  29618  58．7％  13736   27．2％  

合計   95243  100．0％  8．5％  56233  ・・・・    30946  32．5％   
】  

H   

（※）平成20年7月に認定申請を行った者について、前回の判定との関係を表にしたもの  

（※）出典：認定支援ネットワーク（特別集計）  

【詳細データ】  

判定（平成20年7月申請分）  

総数  
非該当  要支援1  要支援2：  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   

要支援1  44807  ∃100．0％  

前回の判  

合計   9524。1。。．。％  

5   
（件）（％）  



Ⅱ これまでの指摘等の概要  

【平成18年1月26日 平成18年介護報酬改定答申（抜粋）】   

下記の事項については、社会保障審議会介護給付費分科会におけるこれまでの審議も踏まえ、今回の  
介護報酬・基準等の見直し後、さらに検討を進め、適切な対応を行うものとする。   

1．介護保険法の一部改正に伴い、新たに導入された「介護予防サービス」や「地域密着型サービ  
ス」、 今回の介護報酬改定において基本的な見直しが行われた「居宅介護支援及び介護予防支援」、  
さらに「療養通所介護」等の新たな取組みをはじめ、今回の改定後のサービスの利用実態等について、  
この度の改定の「基本的な視点」も踏まえ、今後、調査・分析を適切に行うこと。  

【平成20年3月25日 規制改革推進のための3か年計画（閣議決定）   

介護予防通所介護・介護予防適所リハビリテーションに係る報酬の見直し【平成20年末までに結論】  
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月）と少  
量が減ること  

担（1  

ある。  
割）として跳ね  

そのため、地方公共団体の協力を得て継続的に行われている介護予防の効果検証（責用対効果、属  
性別サービス別効果等）の結果や利用者の声等も踏まえ、当該加算の対象サービスについて検討し、  
結論を得る。   

ニ1  



Ⅲ 事業所評価加算の報酬・基準に関する論  

【基本的な考え方】  

○事業所評価加算（以下本加算）については、平成18年介護報酬改定において、  
目標の達成度に応じた介護報酬の設定の観点から、試行的に新設されたもので  
あるが、利用者の自己負担増という側面も有する。  

○本加算については、実態調査の結果を踏まえ、そのあり方について検討すること   
が必要ではないか。  

【具体的な論点】  

○本加算は、利用者の自己負担増という側面を有するが、同時に  
・利用者からは麺姓とへの満足」など肯定的な意見  

盟友が、自己負担への不満よりも多く認塵ちれている  
・事業者の過半が加算の趣旨について適当と考えており、  

美所の約8割が本加算を算定している  

ことから、本加算の設定を継続することとしてはどうか。  

○ただし、事業者の目標達成に向けたインセンティブをより高め、結果として利用者   
により適切なサービスを提供する観点から、要支援状態の維持の評価のあり方な   
どを踏まえ、要件の見直しを行う必要があるのではないか。  
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参考資料  

・介護予防通所介護及び介護予防通所リハビリテーション（概要）  

・介護予防サービスの定量的な効果分析について（第2次分析の結果）   



【介護予防通所介護及び介護予防通所リハビリテーション（概要）】  

○運動器機能向上加算 理学療法士等の関係職種が共同して利用者の運動器機能向上に係る個別の計画を作成し、これに  
基づく適切なサービスの実施、定期的な評価と計画の見直し等の一連のプロセスを実施した場合に加算する。  

○栄養改善加算 低栄養状態にある又はそのおそれのある利用者に対し、管理栄養士が看護職員、介護職員等と共同して栄  
養ケア計画を作成し、これに基づく適切なサービスの実施、定期的な評価と計画の見直し等の一連のプロセスを実施した場合に  
加算する。  

○口腔機能向上加算 口腔機能の低下している又はそのおそれのある利用者に対し、歯科衛生士等の関係職種が共同して利  

用者の口腔機能改善のための計画を作成し、これに基づく適切なサービスの実施、定期的な評価と計画の見直し等の一連のプ  

ロセスを実施した場合に加算する。  

○アクティビティ実施加算 利用者に対して、計画的にアクティビティ（集団的に行われるレクリエーション、創作活動等の機能訓  

練をいう）を実施した場合に加算する。  

（※）アクティビティ実施加算は、運動器機能向上加算、栄養改善加算又は口腔機能向上加算の届出を行っている事業  
所では算定できない。   
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介護予防サービスの定量的な効果分析について（第2次分析の結果）  

＝＝ 

・ 

享 

不 

去・つしては以下の 

とする  

5，087人  

234人  
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